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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 87,023 80,563 72,677 71,031 73,730

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △1,991 346 567 △1,843 1,513

当期純利益
又は当期純損失(△)

(百万円) △5,726 △2,873 712 △4,955 1,178

包括利益 (百万円) △7,769 △2,553 2,140 △451 3,386

純資産額 (百万円) 58,423 55,829 57,773 56,966 59,651

総資産額 (百万円) 113,433 99,201 95,434 97,150 99,175

１株当たり純資産額 (円) 945.68 900.50 927.18 907.40 944.76

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)
(円) △97.48 △48.92 12.13 △84.36 19.99

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.98 53.33 57.07 54.87 56.40

自己資本利益率 (％) △9.67 △5.30 1.33 △9.20 2.17

株価収益率 (倍) ― ― 25.15 ― 15.51

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,215 3,132 8,871 2,246 1,937

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,101 △855 △4,046 △2,465 △2,789

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △626 △9,301 △3,964 △1,380 △1,438

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 26,365 19,278 20,888 20,919 17,164

従業員数 (名) 5,723 5,590 5,127 4,938 4,490
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成23年３月期、平成24年３月期及び平成26年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成25年３月期及び平成27年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 61,013 55,603 48,260 43,334 44,955

経常利益 (百万円) 153 1,012 1,112 98 1,241

当期純利益
又は当期純損失(△)

(百万円) △4,513 △5,319 1,182 △6,736 2,172

資本金 (百万円) 22,306 22,306 22,306 22,306 22,306

発行済株式総数 (株) 63,060,164 63,060,164 63,060,164 63,060,164 63,060,164

純資産額 (百万円) 56,006 50,735 51,779 45,089 47,557

総資産額 (百万円) 95,413 81,073 75,462 71,732 78,510

１株当たり純資産額 (円) 953.38 863.65 881.44 767.56 803.34

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

― 2.50 2.50 ― 5.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △76.83 △90.55 20.12 △114.67 36.84

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.70 62.58 68.62 62.86 60.58

自己資本利益率 (％) △7.72 △9.97 2.31 △13.91 4.71

株価収益率 (倍) ― ― 15.16 ― 8.41

配当性向 (％) ― ― 12.42 ― 13.57

従業員数 (名) 1,009 944 769 763 1,536
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成23年３月期、平成24年３月期及び平成26年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成25年３月期及び平成27年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

年月 沿革

昭和36年２月 中央銘板工業株式会社(東京都杉並区)設立、主にネームプレートを製造販売。

昭和38年３月 プリント配線板の生産一部開始。

昭和42年２月 ＳＥセンター(旧本社工場・埼玉県入間郡三芳町)を開設。

昭和45年４月 プリント配線板専業メーカーとなる。

昭和49年２月 Ｇステイション工場(旧群馬工場・群馬県伊勢崎市)完成。

昭和55年８月
シイエムケイメカニクス株式会社(旧中銘エンジニアリング株式会社、埼玉県秩父市)、株式会社中銘(埼

玉県深谷市)を設立。

　同　　11月 シンガポールにCMK SINGAPORE(PTE.)LTD.(現・CMK ASIA(PTE.)LTD.)を設立。(現・連結子会社)

昭和56年６月 技術センター工場(群馬県伊勢崎市)完成。

昭和57年10月 中銘ドリリング株式会社(群馬県伊勢崎市)を設立。

昭和59年１月 日本シイエムケイ株式会社に商号変更し、本社を東京都杉並区より埼玉県入間郡三芳町へ移転。

昭和60年５月 平電子株式会社(埼玉県秩父市)に出資。

　同　　７月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和61年12月 ＫＩＢＡＮセンター工場(群馬県伊勢崎市)完成。

昭和62年２月 ベルギーにCMK EUROPE N.V.を設立。(現・連結子会社)

昭和63年９月 ジェイティシイエムケイ株式会社(新潟県長岡市)に出資。(平成23年７月清算)

昭和64年１月 平電子株式会社をシイエムケイ秩父株式会社(埼玉県秩父市)に商号変更。

同 株式会社中銘をシイエムケイハイテックス株式会社(埼玉県深谷市)に商号変更。

同 中銘ドリリング株式会社をシイエムケイドリリング株式会社(群馬県伊勢崎市)に商号変更。

平成元年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替え。

　同　　11月 マレーシアにCMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.を設立。

平成２年１月 シイエムケイ蒲原電子株式会社(旧蒲原電子株式会社、新潟県五泉市)に出資。

　同　　２月 新潟工場(旧新潟サテライト工場・新潟県北蒲原郡聖籠町)完成。

平成３年２月 ワコーエレクトロニクス株式会社(宮城県白石市)に出資。(平成23年３月清算)

平成５年４月
株式会社石塚製作所(平成13年10月に日本エスアイシイ株式会社に商号変更、神奈川県相模原市)に

出資。

平成６年４月
日本シイエムケイマルチ株式会社(群馬県伊勢崎市)、株式会社シイエムケイ回路設計センター

(埼玉県入間郡三芳町)を設立。

　同　　８月 インドネシアにP.T.CMKS INDONESIAを設立。(現・連結子会社)

平成６年12月 日本シイエムケイ栃木株式会社(栃木県日光市)に出資。

平成７年10月 本社を埼玉県入間郡三芳町より東京都新宿区へ移転。

平成８年４月
日本シイエムケイ栃木株式会社を商号変更及び組織変更し、シイエムケイファイナンス株式会社(東京都

新宿区)を設立。(現・連結子会社)

　同　　７月 エスイープロダクツ株式会社(埼玉県入間郡三芳町)を設立。

平成10年４月
シイエムケイ秩父株式会社を商号変更及び組織変更し、日本シイエムケイニイガタ株式会社(新潟県北蒲

原郡聖籠町)を設立。

　同　　９月 株式会社山梨三光(山梨県韮崎市)に出資。

平成12年10月 中国の旗利得電子(東莞)有限公司に出資。(現・連結子会社)

平成13年２月 香港に新昇電子(香港)有限公司を設立。(現・連結子会社)

　同　　５月 中国に希門凱電子(無錫)有限公司を設立。(現・連結子会社)

平成14年４月 執行役員制度を導入。

  同    10月 シイエムケイパッケージテック株式会社(群馬県伊勢崎市)を設立。

平成15年１月 中国にCMK Global Brands Manufacture,Ltd.を設立。

平成16年４月 シイエムケイドリリング株式会社を日本シイエムケイマルチ株式会社に吸収合併。

　同　　６月 シイエムケイハイテックス株式会社を吸収合併。

平成18年４月 タイにCMK CORPORATION(THAILAND)CO.,LTD.を設立。(現・連結子会社)

平成19年７月
日本エスアイシイ株式会社、エスイープロダクツ株式会社及び株式会社シイエムケイ回路設計センタ

ーを合併し、シイエムケイ・プロダクツ株式会社(神奈川県相模原市、現・連結子会社)に商号変更。

平成19年８月 アメリカにCMK AMERICA CORPORATIONを設立。(現・連結子会社)

平成19年９月
合弁解消により、CMK SINGAPORE(PTE.)LTD.、CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.及びCMK EUROPE N.V.を完全子会
社化。

平成20年４月 CMK SINGAPORE(PTE.)LTD.をCMK ASIA(PTE.)LTD.に商号変更。

平成20年７月 シイエムケイパッケージテック株式会社を吸収合併。

平成23年10月 日本シイエムケイニイガタ株式会社を日本シイエムケイマルチ株式会社に吸収合併。

平成24年９月 中国に新昇電子貿易(深セン)有限公司を設立。(現・連結子会社)

平成26年10月
日本シイエムケイマルチ株式会社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株式会社山梨三光、シイエムケイ

メカニクス株式会社を吸収合併。

平成27年３月 CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.の全株式を売却。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、日本シイエムケイ株式会社(当社)及び子会社11社、関連会社１社により構成されており、事業は

プリント配線板の製造販売業(10社)を営んでいるほか、ファクタリング業務等(１社)、その他(１社)を営んでおりま

す。また、平成27年３月31日現在子会社１社が清算手続き中であります。

 

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。なお、次の４地域は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 注記事項 (セグメント情報

等)」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

 

日本

プリント配線板の製造販売業、ファクタリング業務等を営んでおります。

(主な関係会社)

当社、シイエムケイファイナンス㈱及びシイエムケイ・プロダクツ㈱

 

中国

プリント配線板の製造販売をしております。

(主な関係会社)

新昇電子(香港)有限公司、旗利得電子(東莞)有限公司、新昇電子貿易(深セン)有限公司及び希門凱電子(無錫)有

限公司

 

東南アジア

プリント配線板の製造販売をしております。

(主な関係会社)

CMK ASIA(PTE.)LTD.及びCMK CORPORATION(THAILAND)CO.,LTD.

 

欧米

プリント配線板の販売をしております。

(主な関係会社)

CMK EUROPE N.V.及びCMK AMERICA CORPORATION
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事業の系統図はおおむね次のとおりであります。

 

 

(注)　１　当社の連結子会社であった日本シイエムケイマルチ株式会社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株式会

社山梨三光及びシイエムケイメカニクス株式会社は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したた

め、連結の範囲から除外しております。

２　CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.は、所有株式の全てを売却したため、連結の範囲から除外しております。

３　連結子会社であるP.T.CMKS INDONESIAは、平成27年３月31日現在清算手続き中であります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

シイエムケイファイナンス㈱ 東京都新宿区 30
ファクタリング

業務
100.0

支払業務の委託をしており

ます。

役員の兼任あり。

シイエムケイ・プロダクツ㈱ 神奈川県相模原市中央区 233
プリント配線板の

設計、製造販売
99.9

プリント配線板の設計を外

注しております。

プリント配線板を購入して

おります。

役員の兼任あり。

設備の賃貸あり。

CMK ASIA(PTE.)LTD.

(注)３

CHAI CHEE LANE

SINGAPORE

百万US$

63

 

プリント配線板の

販売
100.0

プリント配線板を販売・購

入しております。

P.T.CMKS INDONESIA
JAWA BARAT

INDONESIA

百万US$

20

 

　　───
99.0

(99.0)
　　　　─────

新昇電子(香港)有限公司

(注)３、５

KOWLOON 

HONG KONG

百万HK$

150

 

プリント配線板の

販売
100.0

プリント配線板を販売・購

入しております。

旗利得電子(東莞)有限公司

(注)３
中華人民共和国広東省

百万人民元

196

 

プリント配線板の

製造販売

100.0

(100.0)
　　　　─────

新昇電子貿易(深セン)有限公司 中華人民共和国広東省

百万人民元

1

 

プリント配線板の

販売

100.0

(100.0)
　　　　─────

希門凱電子(無錫)有限公司

(注)３
中華人民共和国江蘇省

百万人民元

502

 

プリント配線板の

製造販売
65.0

プリント配線板を購入して

おります。

CMK EUROPE N.V.

(注)３

GEEL 

BELGIUM

百万EUR

22

 

プリント配線板の

販売

100.0

(100.0)

プリント配線板を販売して

おります。

CMK CORPORATION(THAILAND)

CO.,LTD.

(注)３、４

PRACHINBURI

THAILAND

百万THB

4,357

プリント配線板の

製造販売
100.0

プリント配線板を販売・購

入しております。

資金貸付あり。

債務保証あり。

役員の兼任あり。

CMK AMERICA CORPORATION

GEORGIA

UNITED STATES OF 

AMERICA

百万US$

0.1

 

プリント配線板の

販売
100.0

プリント配線板を販売して

おります。

 

(注) １　「議決権の所有割合」欄の(　)内書は、間接所有であります。

２　有価証券届出書又は、有価証券報告書を提出している会社はありません。

３　特定子会社に該当しております。

４　債務超過会社であります。また、債務超過額は次のとおりであります。(在外：平成26年12月31日現在)

CMK CORPORATION(THAILAND)CO.,LTD. 1,044百万円
 

５　新昇電子(香港)有限公司については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 19,978百万円

 (2) 経常利益 740百万円

 (3) 当期純利益 654百万円

 (4) 純資産額 9,615百万円

 (5) 総資産額 12,207百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

日本 1,712

中国 1,531

東南アジア 1,143

欧米 16

全社(共通) 88

合計 4,490
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,536 42.70 14.10 4,585,939
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

日本 1,448

全社(共通) 88

合計 1,536
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含み、中途入社者の給与は除いております。

３　前事業年度に比べ従業員数が773名増加しておりますが、主として平成26年10月１日付で当社が連結子会社

であった日本シイエムケイマルチ株式会社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株式会社山梨三光及びシイエ

ムケイメカニクス株式会社を吸収合併したことによるものであります。

４　全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における世界経済は、米国は景気回復が持続し世界経済を牽引いたしましたが、欧州はウクライ

ナ問題が尾を引き、中国及び新興国の経済成長は鈍化いたしました。

国内経済では、消費税率引き上げに伴うマイナス影響はありましたが、政府日銀主導による経済金融政策による

下支えや、期後半での急速な円安による環境変化も重なり、総じて景気回復は緩やかなものにとどまりました。

このような変化が大きい経済環境のなか、当社グループの販売状況は、自動車関連製品においては、国内の消費

税増税後の生産調整による影響が見られましたが、海外の北米向け販売が伸長し、自動車全体の売上は堅調さを維

持いたしました。自動車以外の分野では、通信関連機器、アミューズメント向け製品の売上が増加し、これらの製

品で多く採用されているビルドアップ基板の売上が増加、また、試作品の売上も増加いたしました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は737億30百万円、前年同期比26億98百万円(前年同期比3.8％増)

の増収となりました。利益面につきましては、海外連結子会社の収益改善及び国内連結子会社の吸収合併による事

業再編の効果などにより、営業利益は6億41百万円(前年同期は11億9百万円の営業損失)となりました。

経常利益は為替相場が円安基調で推移したことによる為替差益7億52百万円等により、15億13百万円(前年同期は

18億43百万円の経常損失)となりました。

最終損益につきましては、海外連結子会社の関係会社株式売却益6億19百万円などの特別利益を計上しました結

果、当期純利益は11億78百万円(前年同期は49億55百万円の当期純損失)となりました。

 

セグメントの概況は以下のとおりです。

(日本)

販売面では、消費税増税後の影響により国内の自動車関連製品の売上が減少しましたが、通信関連機器(ス

マートフォン)及びアミューズメントの売上が増加し、更に試作品の売上も増加しました。その結果、売上高は

445億73百万円(前年同期比1.3％増)となりました。利益面では、ビルドアップ基板(高密度配線板及びリジッ

ト・フレックス基板)の売上が前年同期に比べて増加し、事業構造の転換による収益改善に一定の効果も見られ

たため、セグメント利益は3億32百万円(前年同期は8百万円のセグメント利益)となりました。

(中国)

販売面では、自動車関連製品の安定的な受注に加え、通信関連機器及びアミューズメント向けの受注増加によ

り、売上高は152億27百万円(前年同期比6.8％増)となりました。利益面では、ビルドアップ基板(高密度配線板)

の売上増加が収益に貢献し、セグメント利益は5億63百万円(前年同期比921.5％増)となりました。

(東南アジア)

自動車関連製品とアミューズメント向けの売上が堅調に推移した結果、売上高は90億7百万円(前年同期比

2.7％増)となりました。利益面は、タイ工場のビルドアップ基板の受注増加による収益性改善に加え、マレーシ

ア工場の閉鎖による不採算拠点の整理が進んだことで、前年比で大幅に損失を縮小し、1億70百万円のセグメン

ト損失(前年同期は8億76百万円のセグメント損失)となりました。

(欧米)

米国の景気回復を背景に、自動車関連製品の安定的な受注により、売上高は49億21百万円(前年同期比22.9％

増)、セグメント利益は2億13百万円(前年同期比7.9％増)となり、売上、利益ともに堅調に推移しました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度の209億19百万円に対し

て37億54百万円減少し、171億64百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と内訳は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、19億37百万円(前連結会計年度は22億46百万円の増加)

となりました。これは主に減価償却費49億53百万円の計上などによる資金の増加によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、27億89百万円(前連結会計年度は24億65百万円の減少)

となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出44億67百万円による資金の減少などによるものであり

ます。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、14億38百万円(前連結会計年度は13億80百万円の減少)

となりました。これは主に借入金の返済による支出267億19百万円による資金の減少、借入れによる収入251億45

百万円による資金の増加などによるものであります。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

日本 58,846 25.2

中国 11,846 △15.0

東南アジア 8,701 3.3

欧米 ― ―

合計 79,394 14.4
 

(注) 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

日本 44,069 △6.7 22,102 △2.2

中国 14,997 7.0 1,028 △18.3

東南アジア 8,624 △5.5 292 △56.7

欧米 4,921 22.9 ― ―

合計 72,612 △2.4 23,424 △4.6
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

日本 44,573 1.3

中国 15,227 6.8

東南アジア 9,007 2.7

欧米 4,921 22.9

合計 73,730 3.8
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社豊通エレクトロニクス 7,918 11.1 8,178 11.1

株式会社デンソー 7,823 11.0 7,909 10.7
 

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【対処すべき課題】

プリント配線板業界におきましては、自動車関連製品において安全装置の普及や環境対応などをはじめとした電装

システム採用がますます進むことが予測され、また、スマートフォンやタブレット型端末といった通信関連機器にお

いても需要の伸長が見込まれることから、市場の成長は継続するものと考えられます。しかしながら、価格面におけ

る競争の激化や、品質に対する要求が強まることが予想されるなど当社を取り巻く環境は不透明であります。

このような状況下におきまして、当社は「品質・コスト対応力の経営」の経営方針のもと、平成27年5月25日発表

の中期経営計画のとおり「経営基盤の盤石化から成長路線へ」「車載基板市場での競争優位確立」を中期経営方針と

して、以下に掲げる経営課題に取り組んでまいります。

 
(1) 収益構造の改善

生産管理の改善による安定生産の実現、生産単位の見直しによる生産効率化やグローバル集中購買の強化などコ

スト対応力・価格競争力の強化を図り、収益の向上に努めてまいります。

 

(2) 経営環境変化への対応力強化

製造・検査工程の更なる自動化や国内の生産システムを海外へ移植するなど、国内外の各拠点での共通品質を実

現させることで収益体質を確立し、市場・顧客のニーズに対応できるように競争力強化に努めてまいります。

 

(3) 事業構造の転換

国内事業においては、当社は当期において子会社を吸収合併し、経営資源を集約することにより業務及び人員体

制の効率化を図っておりますが、この事業再編による合理化を更に推し進めるとともに、新規商品の事業化や新分

野の開拓を進めるなど、事業構造及び規模の最適化を追求してまいります。

一方、海外事業においては、海外市場における需要の拡大に対応するため、生産能力の拡充を図り、グローバル

な見地での最適地生産体制の実現を目指してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項と考えております。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成27年６月25日)現在において当社グループが判断し

たものであります。

 

(1) マーケット及び有力顧客への依存と産業界・消費者の需要動向による影響

当社グループの属するプリント配線板業界は、ここ近年の各種デジタル機器の高性能化や、自動車関連機器など

の電装化により、そのニーズは着実に進展しております。当社グループにおきましても、それらの市場を戦略市場

と位置づけ、積極的な研究開発と販売促進を行っております。しかしながら、想定外の世界の経済情勢の悪化や、

それらの市場環境に悪化が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(2) ドル、ユーロ、人民元、タイバーツ等の対円為替相場の大幅な変動による影響

当社グループの海外事業は、中国及び東南アジアを中心に事業を展開しております。外貨建の取引については、

為替予約によるヘッジを行い為替変動リスクを最小限に止める努力をしておりますが、急激な通貨変動は当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 原材料等の価格変動及び供給体制の影響

世界的な原油価格や素材価格の変動により、当社グループが供給を受ける材料価格に重大な影響を与える可能性

があります。また、材料等を供給する仕入先の生産能力による納期逼迫により当社グループの生産面へ影響を与え

る可能性があります。それらの影響により当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(4) テクノロジー及び市場ニーズの急激な変化による当社グループ製品の陳腐化

当社グループの属するプリント配線板業界は、非常に厳しい競争環境下にあるため、市場競争力の維持、強化を

図るために、継続的な研究開発活動による新製品・新技術の開発を行っております。

当社グループの研究開発活動については、将来の市場、製品及び技術動向の予測に基づいてテーマ選定を行い、

研究開発活動の各段階において研究開発成果を評価し、その実効性と効率性の向上に努めております。しかしなが

ら、市場や顧客ニーズの急激な変化が、当社グループの予測を超えて起こり、新製品をタイムリーに開発・供給で

きない場合には、競争力が低下し、シェアを失うことにより、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(5) 保有する有価証券及びその他資産の時価や固定資産の評価の変動、その他会計方針変更の影響

保有する有価証券及びその他資産の時価や固定資産の評価の変動、その他会計方針変更により、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 海外事業展開先の政治経済情勢の変化、法令制度の変更、社会インフラの未機能による影響

当社グループの生産及び販売は、中国及び東南アジアを中心とした海外での活動の割合が高まっております。海

外市場での事業展開については、以下に挙げるようなリスクが内在しております。

①政治、経済の混乱及び紛争

②電力停止などの社会インフラの未整備による混乱

③予期しない法令・税制・規制の変更

これらのリスクが顕在化した場合には、安定的な製品供給ができなくなるなどの可能性があり、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(7) 当社グループの将来の製品又は技術が他社の知的財産権を侵害しているとされる場合のリスク

当社グループは、技術革新の著しいプリント配線板業界に属していることから、知的財産権は重要な経営資源の

ひとつであり、知的財産権の保護、それに絡む紛争の回避は重要な経営課題であると認識しております。

しかし、当社グループの知的財産権が第三者により無効とされる可能性、特定地域での十分な保護が得られない

可能性や知的財産権の対象が模倣される可能性によって、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可

能性があります。

また、結果として当社グループが第三者の知的財産権を侵害するに至った場合や、それにより訴訟を提起された

場合には、これらの訴訟に関する費用や損害賠償金等の支払いが発生し、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 情報漏洩などにより信用力の低下、賠償責任が生じるリスク

当社グループは、情報資産を経営資源の重要なひとつと定め、情報セキュリティの強化に努めておりますが、想

定を超えた技術レベルによるコンピューターへの不正アクセスや、予期せぬ不正使用、機密文書の社外流出等が

あった場合には、当社グループの社会的信用力の低下や、損害賠償責任が生じる可能性があり、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 地震等自然災害による偶発事象の影響

地震等の自然災害の発生により、当社グループの生産拠点が損害を受ける可能性があります。特に当社グループ

の主要な国内工場は関東甲信越地区に集中しており、生産拠点地域において大地震が発生した場合、工場施設の損

害、操業の停止、復旧費用などにより、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

(技術受入契約)

従来、記載していたパナソニック株式会社及び京セラ株式会社とのプリント配線板製造に関する特許ライセンス

契約につきましては、経営上の重要性が乏しくなったため、記載を省略しております。　

 

(合弁事業契約)

 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約の内容 契約期間

提出会社

丸紅株式会社 日本

プリント配線板
平成13年
８月24日

３社による希門凱電子
(無錫)有限公司の設立

平成13年５
月15日から
20年間

パナソニックデバ
イスマテリアル蘇
州有限公司

中国

 

　

(連結子会社の吸収合併)

当社は、平成26年８月８日開催の取締役会において、当社を存続会社として、当社の連結子会社である日本シイ

エムケイマルチ株式会社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株式会社山梨三光及びシイエムケイメカニクス株式会

社の４社を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

合併契約の概要は、次のとおりであります。

 
(1) 合併の目的

当社はこれまで、プリント配線板の専業メーカーとして、国内の生産体制を当社工場と子会社にて事業を展開

してまいりましたが、顧客における海外生産シフト及び低コスト志向が、今後ますます進むことが予想され、プ

リント配線板の市場変化に対応することが求められてきております。

当社は、国内市場の変化に対応するため、生産体制の最適化を検討いたしました結果、国内子会社を吸収合併

し、経営資源を集約することで、業務及び人員体制の効率化を進め、更なる収益力を高めることを目的に、本合

併を行うことを決定いたしました。
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(2) 合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、当該連結子会社４社は解散いたします。

 
(3) 合併の期日

平成26年10月１日

 
(4) 合併に際して発行する株式及び割当て

① 日本シイエムケイマルチ株式会社、株式会社山梨三光及びシイエムケイメカニクス株式会社

当社は、日本シイエムケイマルチ株式会社、株式会社山梨三光及びシイエムケイメカニクス株式会社の発行済

株式総数を全て保有しているため、当該３社の吸収合併に際して、株式その他の金銭等の割当ては行いません。

 

② シイエムケイ蒲原電子株式会社

 
日本シイエムケイ株式会社
(吸収合併存続会社)

シイエムケイ蒲原電子株式会社
(吸収合併消滅会社)

本合併に係る割当ての内容
(合併比率)

普通株式　1 普通株式　1,165
 

(注) １　株式の割当て比率

シイエムケイ蒲原電子株式会社の普通株式１株に対して、当社の普通株式1,165株を割当て交付しま
す。ただし、本合併の効力発生直前時に当社が保有するシイエムケイ蒲原電子株式会社の株式(平成
26年８月８日現在、4,408株)については、本合併による株式の割当てはいたしません。

２　合併により発行する新株式数等
本合併により割当てる当社の普通株式456,680株につきましては、当社が保有する自己株式をもって
割当てを行うため、新規に発行する株式はございません。

 
(5) 合併比率の算定根拠

シイエムケイ蒲原電子株式会社との合併比率算定につきましては、客観性を確保する観点から、独立した第三

者機関による株価算定を行いました。当社においては、当社株式が東京証券取引所に上場されており、株価形成

に関して特段の異常性が認められないことから、市場株価法(平成26年７月31日から当日を含み遡る22連続営業日

の東京証券取引所市場第１部における当社株価終値の平均値により算定)を採用し、シイエムケイ蒲原電子株式会

社においては、同社が非上場子会社であることから修正簿価純資産法を採用しました。以上の方法による算定結

果等を総合的に勘案し、合併比率を算定し決定いたしました。

 

(6) 引継資産・負債の状況　

当社は、合併の効力発生日において、日本シイエムケイマルチ株式会社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株

式会社山梨三光及びシイエムケイメカニクス株式会社の資産、負債及びその他一切の権利義務を引継ぎいたしま

す。

 
(7) 吸収合併存続会社となる会社の概要　

商号 日本シイエムケイ株式会社
 

資本金　 22,306百万円
 

事業の内容 プリント配線板の製造及び販売
 

　

(連結子会社の株式譲渡(子会社の異動)及び債権放棄)

当社は、平成27年１月９日開催の取締役会において、当社及び当社の連結子会社であるCMK ASIA(PTE.)LTD.が所

有する当社の連結子会社であるCMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.の全株式をSOLID AUTOMOTIVE BERHADに譲渡する株式譲渡契

約を締結することを決議し、それに伴いCMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.に対する債権を放棄することといたしました。

 

(1) 株式の譲渡及び債権放棄の理由

CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.は、平成元年の設立以来、東南アジア地区における片面プリント配線板の生産販売

を行ってきましたが、平成22年度より事業規模を縮小した後は、主にＬＥＤ照明用プリント配線板(アルミベー

ス基板)の生産販売を行っておりました。しかしながら、ここ最近では価格競争激化等により業績が低迷してお

り、平成26年５月末をもって生産を停止しておりました。この度、グループ再構築の観点から当社の財政状況

に与える影響等も勘案した結果、同社の株式を譲渡することを決定し、また、当該株式の譲渡に伴い当社の同

社に対する債権を放棄することを決定いたしました。
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(2) 異動する子会社(CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.)の概要

①名称 CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.

②所在地
Plo436, Jalan Gangsa, Pasir Gudang Industrial Estate, 81700 Pasir
Gudang, Johor, MALAYSIA

③事業内容 プリント配線板の製造販売

④資本金 48,878千米ドル
 

 
(3) 相手先の概要

①名称 SOLID AUTOMOTIVE BERHAD

②所在地
Suite 7E, Level 7 Menara Ansar, 65 Jalan Trus, 80000 Johor Bahru,
Johor Darul Takzim, Malaysia

③事業内容 自動車用部品等の取引、流通及び再製加工

④資本金 75,000千マレーシアリンギット
 

 
(4) 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

①異動前の所有株式数
168,000,000株(間接所有を含む)
(議決権の数：168,000,000個(間接所有を含む))
(議決権所有割合：100.0％(間接所有を含む))

②譲渡株式数
168,000,000株(間接所有を含む)
(議決権の数：168,000,000個(間接所有を含む))

③譲渡価額 19,050千マレーシアリンギット(約598百万円)

④異動後の所有株式数
０株
(議決権の数：０個)
(議決権所有割合：0.0％)

 

 
(5) 日　程　

①取締役会決議日 平成27年１月９日

②契約締結日 平成27年１月９日

③株式譲渡実行日 平成27年３月27日
 

 
(6) 債権放棄の内容

①債権の種類 貸付金等

②債権の金額　 約2,205百万円
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は4億32百万円であり、セグメントごとの研究

開発活動を示すと次のとおりであります。

 

(1) 日本

当連結会計年度の研究開発活動は、市場ニーズにあった「プリント配線板」及び地球環境に配慮した「プリント

配線板」を開発することに加え、お客様に満足いただける「プリント配線板」を開発すべく日々研究開発を積み重

ねております。

当社を取り巻く市場環境は、デジタル技術やモバイル情報端末の進歩や融合により、スマートフォン、タブレッ

トＰＣ、デジタルカメラ、携帯音楽機器、携帯用ゲーム機、ウェアラブル機器等の電子機器への小型・軽量化、薄

型化、大容量化・高速化、低消費電力化技術の進展とともに、その市場規模は年々拡大しており、更なる多機能・

高性能化へのニーズが高まっております。また、自動車用エレクトロニクス機器においては、低環境負荷時代の先

駆けとなるハイブリッド車や電気自動車向けにセンサ・アクチュエータ等の電子機器の市場が年々拡大しておりま

す。更に近年では、カメラ・赤外線レーダ・ミリ波レーダ等を用いたオートクルーズコントロールや衝突防止用自

動ブレーキ機能などの安全運転をサポートする『先進ドライバー支援システム』の装備が進み、より一層、電子機

器への高信頼性や高放熱・高耐熱性のニーズが高まっております。

当社では、これらの市場ニーズに適合したプリント配線板として、各種ビルドアップ基板、リジッド・フレック

ス基板、放熱機能付き基板、車載用途向けの高耐熱高信頼性基板・高耐電圧基板・高耐電流基板、環境対応基板の

開発を進めております。また、開発スピードを向上するための取組みとして、シミュレーション技術を駆使した新

製品開発や回路設計技術を行い、引き続き顧客先へタイムリーな提案をしてまいります。

 
第55期の具体的な研究開発活動は次のとおりであります。

1. 微細回路形成を可能にしたＰＰＢＵ基板の開発を完了させ、量産を開始しました。

2. 車載用途向けや高信頼性要求対応向けに、セラミック基板(ＬＴＣＣ)に近い性能を持った有機材料の多層基

板や信頼性を向上した高機能リジッド・フレックス基板の開発を完了させ、量産体制を整備しました。

3. 薄型モジュール基板については、薄型化リジッド・フレックス基板に加え、更なる薄型ＰＰＢＵ基板の微細

化を実現し、量産を開始しました。

なお、当連結会計年度中に支出した研究開発費の金額は4億32百万円であります。

 

(2) 中国、東南アジア、欧米

当社グループは研究開発部門を日本に集約しているため、該当事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループに関する財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容は原則として連結財務

諸表に基づいて分析した内容であります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成27年６月25日)現在において当社グループが判断し

たものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表はわが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成して

おります。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影

響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断してお

りますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１) 連結

財務諸表 注記事項 (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)」に記載しておりますが、特に次の重要な

会計方針が連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。
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①　収益の認識基準

当社グループの売上高は販売基準に基づき、通常、製品・商品が出荷された時点で売上計上しております。な

お、試作品など特定の顧客仕様で製作した製品・商品については顧客が検収した時点で売上計上しております。

 
②　貸倒引当金の計上基準

当社グループは売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。

将来、顧客又は貸付先の財務状況・経営状況が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上又は貸倒

損失が発生する可能性があります。

　

③　投資の減損処理

当社グループは金融機関や販売・仕入先に係る株式を保有しております。これらの株式は株式市場の価格変動

リスクを負っているため、当社グループでは以下の基準に基づき有価証券の減損処理を行っております。

その他有価証券で時価のある株式・・・・・時価が取得原価に比べ50％以上下落したもの

その他有価証券で市場価格のない株式・・・１株当たり純資産額が取得原価に比べ50％以上下落したもの

従って、将来、株式市場が悪化した場合には多額の有価証券評価損を計上する可能性があります。また、関係

会社株式については将来、当該会社の財政状態が著しく悪化し回復可能性なし又は不明であると判断した場合に

おいて減損処理を行う可能性があります。

　

④　繰延税金資産の回収可能性の評価

当社グループは繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の課税所得を合理的に見積もっておりま

す。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するので、繰延税金資産の一部について将来実

現できないと判断した場合、当該判断を行った期間に税金費用を計上することになります。

　

⑤　退職給付費用

当社グループは従業員の退職給付に備えるため各連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、各連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。そこで当社グループの

年金資産の時価が下落した場合、運用利回りが低下した場合、又は金利環境の変動その他の要因が年金の未積立

債務及び年間積立額にマイナスの影響を与える可能性があります。また、年金制度の変更により過去勤務費用が

発生する可能性があります。

　

⑥　固定資産の減損会計

固定資産の減損に係る会計基準の適用により、将来の固定資産の使用状況や価値等の変動による固定資産の減

損処理が必要となる可能性があります。

　

(2) 経営成績についての分析

　

①　売上高

売上高の概況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」に記載のとおりであります。

　

②　営業損益

当連結会計年度におきましては、海外連結子会社の収益改善及び国内連結子会社の吸収合併による事業再編の

効果などにより、営業損益は6億41百万円の利益(前年同期11億9百万円の営業損失)となりました。　

　

③　営業外収益(費用)、経常損益

営業外収益は、16億98百万円となり、前年同期に対して12億1百万円の増加となりました。これは主に中国地

区で計上していた貸付債権について、平成26年3月期連結決算において貸倒引当金を設定しておりましたが、今

般その貸付債権の一部について返済を受けたため、貸倒引当金戻入額を営業外収益に計上したこと、また、為替

相場が円安基調で推移したことにより為替差益を計上したことによるものであります。また、営業外費用は、8

億26百万円となり、前年同期に対して4億5百万円の減少となりました。これは主に支払利息が減少したことによ

るものであります。

この結果、経常損益は15億13百万円の経常利益(前年同期は18億43百万円の経常損失)となりました。
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④　特別利益(損失)、当期純損益

特別利益は、11億11百万円となり、前年同期に対して8億66百万円の増加となりました。これは主に海外連結

子会社の株式譲渡に伴う関係会社株式売却益の計上や事業構造再編費用引当金戻入額の計上によるものでありま

す。

特別損失は、7億75百万円となり、前年同期に対して21億59百万円の減少となりました。これは主に事業再編

費用や貸倒引当金繰入額が減少したことによるものであります。

この結果、当期純損益は11億78百万円の利益(前年同期は49億55百万円の当期純損失)となりました。

 
(3) 財政状態に関する分析

　

①　資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度における総資産は、前連結会計年度の971億50百万円に対して20億24百万円増加し、991億75百

万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金が15億14百万円、有価証券が26億2百万円、商品及び製品が

14億62百万円、有形固定資産が13億6百万円それぞれ増加し、現金及び預金が63億54百万円減少したことなどに

よるものであります。

負債は、前連結会計年度の401億84百万円に対して6億61百万円減少し、395億23百万円となりました。これは

主に支払手形及び買掛金が27億81百万円増加し、未払金が11億99百万円、借入金が7億28百万円、事業構造再編

費用引当金が15億76百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

純資産は、前連結会計年度の569億66百万円に対して26億85百万円増加し、596億51百万円となりました。これ

は主に当期純利益等の計上に伴い利益剰余金が5億82百万円、為替換算調整勘定が11億16百万円それぞれ増加し

たことなどによるものであります。

　

②　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度の209億19百万円に対

して37億54百万円減少し、171億64百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と内訳は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、19億37百万円(前連結会計年度は22億46百万円の増加)

となりました。これは主に減価償却費49億53百万円の計上などによる資金の増加によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、27億89百万円(前連結会計年度は24億65百万円の減少)

となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出44億67百万円による資金の減少などによるものであり

ます。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、14億38百万円(前連結会計年度は13億80百万円の減少)

となりました。これは主に借入金の返済による支出267億19百万円による資金の減少、借入れによる収入251億45

百万円による資金の増加などによるものであります。
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③　キャッシュ・フロー指標の推移

 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期

自己資本比率(％) 49.0 53.3 57.1 54.9 56.4

時価ベースの自己資本比率
(％)

18.9 27.2 18.8 15.9 18.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

6.5 7.4 2.5 9.7 11.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

6.0 4.0 14.1 4.1 4.9
 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

※キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

　　す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

　　ります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は50億11百万円であります。

セグメントごとの設備投資は、携帯電話やデジタルカメラ、細線化対応の自動車向け電子制御機器に用いられるビ

ルドアップ基板の設備、ロボット導入による自動化及びグループ全般における品質強化を主な目的として「日本」に

おいて20億24百万円、「中国」において16億78百万円、「東南アジア」において13億7百万円の投資をそれぞれ実施

いたしました。

 

２ 【主要な設備の状況】

当連結グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

 

(1) 提出会社

平成27年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都新宿区)

― 総括業務施設 494 ―
2,754
(156.50)

2 3,250 17

ＳＥセンター
(埼玉県入間郡
三芳町)

日本
プリント配線
板販売設備等

187 0
622

(5,261.78)
13 823 100

大阪営業所
(大阪府守口市)

日本
プリント配線
板販売設備

21 0
123

(330.00)
0 144 18

名古屋営業所
(愛知県刈谷市)

日本
プリント配線
板販売設備

68 ―
175

(404.00)
0 245 18

その他営業所
(神奈川県横浜市
港北区他)

日本
プリント配線
板販売設備

1 ―
―
(―)

1 2 35

Ｇステイション工場
(群馬県伊勢崎市)

日本
プリント配線
板製造設備

1,056 174
602

(35,394.91)
33 1,866 173

技術センター工場
(群馬県伊勢崎市)

日本
プリント配線
板製造設備

258 27
298

(18,405.32)
15 599 3

ＫＩＢＡＮセンター
工場
(群馬県伊勢崎市)

日本
プリント配線
板製造設備

847 761
994

(47,348.15)
18 2,622 371

新潟工場
(新潟県北蒲原郡
聖籠町)

日本
プリント配線
板製造設備

4,593 1,180
1,266

(103,749.75)
21 7,062 502

蒲原工場
(新潟県五泉市)

日本
プリント配線
板製造設備

860 442
291

(24,299.65)
31 1,625 245

秩父工場
(埼玉県秩父市)

日本 金型製造設備 334 48
56

(5,314.09)
5 444 54

工場予定地
(福井県福井市他)

― ― 82 0
1,398

(172,296.89)
0 1,480 ―

社宅・倉庫・その他
(群馬県伊勢崎市他)

― 寮・倉庫他 138 1
432

(15,280.04)
42 614 ―

合計   8,944 2,636
9,015

(428,241.09)
187 20,783 1,536

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

20/93



 

(2) 国内子会社

平成27年３月31日現在

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

シイエムケ
イ・プロダ
クツ㈱

神奈川県
相模原市
中央区

日本
プリント配線
板製造設備

436 193
530

(3,168.22)
10 1,171 264

 

(注) １　帳簿価額「その他」には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 在外子会社

平成26年12月31日現在

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

CMK
CORPORATION
(THAILAND)
CO.,LTD.

PRACHINBURI
THAILAND

東南アジア
プリント配線
板製造設備

3,149 5,563
400

(125,142.50)
193 9,306 1,114

旗利得電子
(東莞)有限
公司

中華人民共
和国広東省

中国
プリント配線
板製造設備

439 2,664
―
(―)

133 3,236 898

希門凱電子
(無錫)有限
公司

中華人民共
和国江蘇省

中国
プリント配線
板製造設備

1,476 3,865
―
(―)

574 5,916 571

 

(注) １　帳簿価額「その他」には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。

２　在外子会社の決算日は、いずれも12月31日であります。

３　従業員数につきましては平成27年３月31日現在の人数であります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度末において重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 227,922,000

計 227,922,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,060,164 63,060,164
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 63,060,164 63,060,164 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

(注)
6,327,990 63,060,164 3,973 22,306 3,973 22,063

 

(注)　転換社債の株式転換による増加であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 36 41 244 68 3 6,174 6,566 ―

所有株式数
(単元)

― 196,629 21,569 119,571 45,013 24 247,189 629,995 60,664

所有株式数
の割合(％)

― 31.21 3.42 18.98 7.14 0.00 39.24 100.00 ―
 

(注)　自己株式3,860,071株は、「個人その他」に38,600単元及び「単元未満株式の状況」に71株含めて、記載してお

ります。

 

(7) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

中山　登 東京都国立市 4,982 7.90

フリージア・マクロス株式会社 東京都千代田区外神田六丁目８番３号 3,334 5.29

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 2,576 4.09

一般財団法人電子回路基板技術
振興財団

東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 2,500 3.96

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,171 3.44

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,107 3.34

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,895 3.01

みずほ信託銀行株式会社 退職
給付信託 東京都民銀行口 再信
託受託者 資産管理サービス信
託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,745 2.77

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,613 2.56

みずほ信託銀行株式会社 退職
給付信託 日立化成口 再信託受
託者 資産管理サービス信託銀
行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,457 2.31

計 ― 24,382 38.67
 

(注) １　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)      2,163千株(3.43％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 　　　1,019千株(1.62％)
 

２　みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 東京都民銀行口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

1,745千株は、株式会社東京都民銀行の信託財産であります。

３　みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 日立化成口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

1,457千株は、日立化成株式会社の信託財産であります。

４　上記のほか、当社所有の自己株式3,860千株(6.12％)があります。
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５ 株式会社みずほ銀行から連名で平成27年２月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書(変更報告

書)により、平成27年１月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

　　なお、その大量保有報告書(変更報告保)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 2,576 4.09

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 111 0.18

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 973 1.54

合計 ― 3,661 5.81
 

 
(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,860,000
― 単元株式数　100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

59,139,500
591,395 同上

単元未満株式
普通株式

60,664
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 63,060,164 ― ―

総株主の議決権 ― 591,395 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本シイエムケイ株式会社

東京都新宿区西新宿
六丁目５番１号

3,860,000 ― 3,860,000 6.12

計 ― 3,860,000 ― 3,860,000 6.12
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 858 251,628

当期間における取得自己株式 65 19,970
 

(注)　当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

456,680 129,697,120 ― ―

その他 (単元未満株式の買増請求
による売渡し)

55 17,270 ― ―

保有自己株式数 3,860,071 ― 3,860,136 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び売渡しによる株式数は含めておりません。

 

３ 【配当政策】

当社は、事業基盤の拡充に必要な内部留保を図りつつ、経営成績及び財務状況等を勘案し、適正な利益還元をする

ことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期の業績につきましては、前述のとおり、景気回復が見られるものの引き続き厳しい経営環境ではありました

が、通期の黒字を確保することができました。

つきましては、株主のみなさまにはできる限り安定的に配当をお支払いするという基本方針に則り、当期の期末配

当につきましては、１株につき5.0円とさせて頂きます。平成26年11月の中間配当金は見送らせて頂きましたため、

当事業年度の年間株主配当額は、１株につき5.0円となります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成27年6月25日
定時株主総会

 296  5.0
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 732 466 470 425 364

最低(円) 253 235 237 231 239
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月 平成27年３月

最高(円) 294 293 332 364 336 330

最低(円) 247 252 293 324 300 298
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性11名　女性０名　(役員のうち女性の比率０％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長兼執行
役員会議長

― 高　井　建　郎 昭和28年１月12日生

昭和51年３月 当社入社

(注)3 9

平成６年４月 当社新潟サテライト生産技術部長

平成９年６月 当社取締役就任

平成14年４月 当社執行役員就任

平成18年４月 当社執行役員常務就任

平成20年６月 当社取締役執行役員常務就任

平成23年４月 当社代表取締役就任

平成23年６月 当社代表取締役副社長執行役員

就任

平成26年４月 当社代表取締役社長、執行役員会議

長就任(現)

取締役副社
長執行役員

― 中　山　高　広 昭和39年１月３日生

昭和58年４月 当社入社

(注)3 ―

平成７年８月 当社総務部長

平成９年６月 当社取締役就任

平成11年４月 当社常務取締役就任

平成14年11月 当社取締役執行役員副社長就任

平成15年４月 当社代表取締役社長、執行役員

会議長就任

平成23年８月 当社顧問就任

平成24年10月 千代田電資株式会社入社

平成26年４月 当社副社長執行役員、

CMK CORPORATION(THAILAND)

CO.,LTD.会長就任(現)

平成26年６月 当社取締役副社長執行役員就任(現)

取締役常務
執行役員

経営管理担当 黒　沢　　明 昭和37年３月15日生

昭和59年４月 キヤノン電子株式会社入社

(注)3 1

平成20年３月 同社取締役就任

平成25年３月 当社入社

平成25年４月 当社経理部長、財務部長

平成25年10月 当社執行役員就任

平成26年６月 当社取締役執行役員就任、経理財務

担当

平成27年４月 当社取締役常務執行役員就任、経営

管理担当(現)

取締役常務
執行役員

営業担当、旗利
得電子(東莞)有
限公司担当

柴　田　栄　造 昭和35年６月20日生

昭和59年４月 当社入社

(注)3 3

平成13年４月 当社中央営業本部本部長

平成14年４月 CMK EUROPE N.V.MANAGING

DIRECTOR

平成18年８月 株式会社豊通エレクトロニクス入社

平成20年８月 当社海外営業部参与

平成24年１月 新昇電子(香港)有限公司董事長就任

(現)

平成24年12月 当社執行役員就任、営業担当

平成26年５月 当社常務執行役員就任、営業担当

(現)、旗利得電子(東莞)有限公司担

当(現)

平成27年６月 当社取締役常務執行役員就任(現)

取締役執行
役員

― 中　山　明　治 昭和43年９月23日生

平成７年４月 当社入社

(注)3 ―

平成15年４月 当社経営企画部長

平成16年10月 当社事業推進統括部長

平成18年４月 当社執行役員就任

平成19年６月 当社取締役執行役員就任(現)

平成20年11月 当社品質保証統括部長、全社品質・

環境担当

平成23年６月 シイエムケイ・プロダクツ株式

会社代表取締役社長就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役執行
役員

監査室長、環境
担当、ＣＳＲ
担当、内部統制
担当、危機管理
担当、安全担当

花　岡　仁　志 昭和31年10月12日生

平成元年１月 当社入社

(注)3 1

平成11年４月 当社関連企業部長

平成13年４月 当社営業企画部長

平成15年４月 当社営業統括本部売上管理部長、購

買物流部長

平成17年４月 当社監査室長

平成19年４月 当社執行役員就任、監査室長、

ＣＳＲ担当、危機管理担当、安全担

当

平成26年６月 当社取締役執行役員就任(現)

平成27年４月 当社監査室長、環境担当、ＣＳＲ担

当、内部統制担当、危機管理担当、

安全担当(現)

取締役執行
役員

事務管理担当、
総務担当

漆　山　健　一 昭和36年１月20日生

昭和60年４月 当社入社

(注)3 0

平成16年４月 当社経理部長、財務部長

平成18年４月 当社執行役員就任、経理部長、

財務部長、経理財務担当

平成22年10月 当社監査室長

平成23年４月 物産フードサイエンス株式会社入社

平成26年４月 当社顧問就任

平成26年５月 当社執行役員就任、経営企画部長、

情報システム担当

平成26年６月 当社取締役執行役員就任(現)

平成27年４月 当社事務管理担当、総務担当(現)

取締役 ― 右　京　　強 昭和39年１月27日生

平成４年４月 横浜国立大学工学部生産工学科助手

(注)3 ―

平成５年８月 同 講師

平成８年８月 同 助教授

平成13年４月 横浜国立大学大学院工学研究院シス

テムの創生部門システムのデザイン

分野助教授

平成19年４月 同 准教授

平成24年４月 同 教授(現)

平成27年６月 当社取締役就任(現)

常勤監査役 ― 石　井　　裕 昭和30年３月19日生

昭和58年12月 当社入社

(注)4 3

平成11年７月 当社首都圏営業本部営業第一部長

平成16年７月 当社法務部長

平成23年８月 当社総務部長

平成24年６月 当社常勤監査役就任(現)

監査役 ― 市　川　茂　夫 昭和29年１月19日生

昭和51年４月 株式会社東京都民銀行入行

(注)5 ―

平成７年３月 同行東久留米支店長

平成17年７月 同行執行役員融資審査本部副本部長

兼融資審査部長就任

平成18年７月 同行執行役員神田支店長就任

平成19年６月 同行取締役執行役員就任

平成20年７月 同行取締役執行役員本店営業部長就

任

平成22年６月 とみんコンピューターシステム株式

会社代表取締役社長就任

平成23年６月 当社監査役就任(現)

平成24年６月 とみんリース株式会社(現 東京ＴＹ

リース株式会社)代表取締役社長就

任(現)

監査役 ― 原　口　文　雄 昭和27年４月３日生

昭和51年４月 株式会社住友銀行入行

(注)6 ―

平成11年４月 同行横浜支店支店長

平成13年４月 株式会社三井住友銀行検査部上席考

査役

平成15年10月 グローバル電子株式会社総務部長

平成17年９月 シービー・リチャードエリス株式会

社入社

平成18年２月 同社法務部長

平成20年４月 日本電産株式会社入社

平成21年10月 同社営業管理部長

平成27年６月 当社監査役就任(現)

計 19
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(注) １　取締役　右京　強は、社外取締役であります。

　　 ２　監査役　市川　茂夫、原口　文雄は、社外監査役であります。

３　平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

４　平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

５　平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

６　平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

７　取締役執行役員　中山　明治は、取締役副社長執行役員　中山　高広の弟であります。

８　取締役執行役員　花岡　仁志は、取締役副社長執行役員　中山　高広の義兄であります。

９　当社は、経営意思決定の迅速化及び経営責任の明確化を図るため執行役員制度を導入しております。上記以

外の執行役員は下記のとおりであります。

　　　執行役員　　　　　池田　猛

　　　執行役員　　　　　伊藤　和博

　　　執行役員　　　　　大澤　功

　　　執行役員　　　　　小笠原　敬

　　　執行役員　　　　　河島　正紀

10　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。

　　補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

栁　澤　　泰 昭和42年４月19日生

平成11年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

(注) ―

同 田宮・堤法律事務所(現・田宮合

同法律事務所)入所

平成18年４月 横浜創英短期大学特任教授

平成19年４月 第二東京弁護士会常議員

平成23年４月 当社監査役就任

平成24年４月 横浜創英大学特任教授(現)
 

　
　　　　　　(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、企業経営の基本的使命を、法令や社会的規範、社会良識を遵守した上での企業価値の向上と認識してお

ります。コーポレート・ガバナンスをその使命を果たすための重要な仕組みとして位置付け、強化に取り組んでお

ります。具体的には取締役会による取締役の職務執行に対する監督機能と、監査役の監査機能を強化することによ

り、経営効率の向上、経営監視機能の強化、法令遵守の徹底に取り組んでまいります。さらに、具体的な指針「Ｃ

ＭＫグループ行動宣言」により、全役職員のコンプライアンス意識の向上を積極的に図り、社会からの信頼性確保

に努めております。

情報開示と透明性については、常に株主、投資家をはじめとするあらゆるステークホルダーの視点に立った迅

速、正確かつ公平な情報開示に努めるとともに、適時適切な情報公開により、経営の透明性を高めております。

　

① 企業統治の体制

1）企業統治の体制の概要

当社は監査役制度を採用しており、有価証券報告書提出日(平成27年6月25日)現在において、取締役８名(内

１名は社外取締役)及び監査役３名(内２名は社外監査役)により取締役会及び監査役会を構成しております。

なお、当社では、平成14年４月１日より執行役員制度を導入し、経営上の重要な意思決定と業務執行につい

て、迅速かつ合理的に機能する体制を整え、権限と責任を明確にしております。また、経営の機動性及び柔軟

性の向上と、事業年度ごとの経営責任の明確化を図るために、取締役任期を１年としております。

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

29/93



 

ａ）取締役会

取締役会は、原則として毎月１回以上開催し、法令及び定款で定められた事項や経営に関する重要項目を決

定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。なお、取締役社長は、取締役会の議長であり取締

役会を統括するとともに、執行役員会議長として取締役会の決議をふまえ、各執行役員の執行責任を統括して

おります。

ｂ）監査役

監査役は、取締役会等の重要な会議に出席するとともに、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通

じ、取締役会の意思決定の過程及び取締役の業務執行状況について監査しております。

ｃ）監査役会

監査役会は、監査役全員をもって構成され、法令、定款及び監査役会規則に従い、監査役の監査方針、監査

計画、監査方法等を決定しております。なお、監査内容については、各監査役が随時、監査役会に報告すると

ともに、監査報告を作成しております。

ｄ）会計監査人

当社は会計監査人として、新宿監査法人と監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けて

おります。同監査法人は独立第三者としての立場から財務諸表監査を実施し、当社は監査結果の報告を受け、

意見交換、改善事項などの提言を受けています。

　

なお、当社コーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりであります。
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2）企業統治の体制を採用する理由

当社は、社外取締役１名を選任するとともに、社外監査役２名を選任しております。社外監査役２名は取締

役会などの重要会議に出席し、取締役から経営上の重要事項に関する説明を聴取し意見を述べるとともに、取

締役の職務の遂行について適法性及び妥当性の観点から監査を行っております。この社外監査役の監査によ

り、継続的な社外からのチェックを受けており、経営監視機能の客観性及び中立性が確保されていると考えて

おります。さらに、監査役、会計監査人、内部監査部門及び内部統制部門との相互連携も図られていることか

ら、十分な執行・監督体制が構築されているものと考えております。

　

3）内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムに関する基本方針、すなわち取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制、その他業務の適正を確保するための体制として、取締役会において次のとおり決議い

たしております。

　

・取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会による取締役の職務執行に対する監督機能と、監査役の監査機能を強化することにより、経営監

視機能の充実を図る。当社グループの役職員は、法令・定款及び社会規範を遵守するべく「ＣＭＫグループ

行動宣言」に則りその職務を遂行し、コンプライアンス体制の充実に努める。社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力及び団体とは一切の関係をもたず、毅然とした態度で対応する。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報について、社内規則に従い適切に作成・保存し、必要

に応じて規程の追加整備を行う。

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

企業を取り巻くあらゆるリスクに対処するため、全社横断的なリスク管理体制を整備するとともに全社方

針に基づきリスクマネジメントの強化を図る。「内部統制管理委員会」においてリスクの未然防止システム

の整備・強化を図るとともに、「危機管理委員会」において発生リスクへの迅速且つ適切な対応を行うこと

により、全社リスクマネジメント強化に努める。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

企業を取り巻く環境変化を捉え、状況に則した組織体制を整備するとともに、社内規程を整備し各役職者

の権限及び責任の明確化を図る。事業・統括部門ごとに継続的改善活動を行い、効率性を阻害する要因の発

見とその対策を継続的に実施し、全社的な業務の効率化を推進する。

・当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(１)子会社の自主運営を尊重しつつ、事業内容の定期報告をはじめ重要案件については事前協議を旨とする

など、子会社の経営管理及び経営指導を行う。また、損益に影響を及ぼす重大案件については当社取締

役会の承認を受けるものとする。必要に応じて子会社へ取締役及び監査役を派遣し、業務の適正の確保

に努める。

(２)当社グループのリスク管理規則類に則り、「内部統制管理委員会」が当社グループ全体のリスク管理推

進にかかわる課題及び対応策を審議する。当社グループにおいて不測の事態が発生した場合には「危機

管理委員会」を中心に当社グループの事業継続に支障がでないよう対処する。

(３)連結ベースでの中期経営計画を策定し当該計画を具現化するため、各事業年度ごとの当社グループ全体

の重点経営目標を定め実績を管理し、当社グループと共有する。

(４)「経営理念」に基づく「ＣＭＫグループ行動宣言」を当社グループの役職員に周知徹底するため、定期

的にコンプライアンス研修を行い、コンプライアンス意識の維持・向上を図る。また、これらを各現場

へ浸透させるため、グループ内に適宜コンプライアンス担当者を置く。内部監査部門は子会社の状況を

監査し、改善策の指導、支援、助言を行う。当社グループの役職員が内部通報制度を活用しやすい環境

を整備する。

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役による監査の実効性を確保するため、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場

合、取締役は監査役と協議の上、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。同使用人は監査役の指

揮命令に従うものとし、これに必要な知識・能力を有する者を選任する。
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・前項にいう使用人の取締役からの独立性に関する事項

取締役からの独立性を確保するため、同使用人の考課・異動等人事権に係る事項の決定については、常勤

監査役の同意を得た上で決定する。

・取締役、その他使用人等及び子会社の取締役、使用人等が監査役等に報告をするための体制

(１)監査役は、取締役会及びその他重要な会議並びに「内部統制管理委員会」に出席し、重要な経営情報、

リスク管理情報について適時、報告を求める。重要な会議の議事録、稟議書、決裁願等は都度監査役に

回覧する。

(２)取締役が当社グループに著しい損害を及ぼした事実又は及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直

ちに監査役に報告する。

(３)当社グループの役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速

やかに適切な報告を行う。

(４)当社グループの役職員が法令等の違反行為等、当社又は当社グループに著しい損害を及ぼした事実又は

及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちに所管部門へ報告する他、「社内通報制度規程」等の

仕組みを利用して直接監査役に通報する。

・前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として当該通報

者に対して解雇その他の不利益な取扱いを行うことを禁止し、これを当社グループの役職員に周知徹底す

る。

・監査役の職務の執行について生じる費用の処理に係る方針に関する事項

当社は監査役がその職務の執行について法令に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係

る費用が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用等を負担す

る。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(１)代表取締役及び内部統制担当取締役は、監査役と適宜情報交換や意見交換等を十分に行える機会を確保

し、当社グループにとって相応しい内部統制システムの充実に努める。

(２)監査役の職務遂行にあたっては、監査役の判断により、弁護士、公認会計士等外部の専門家との連携を

図る機会を確保する。

　

なお、内部統制システムの整備状況につきましては、内部統制に関する基本方針のもと、「内部統制管理委

員会」を常設し、継続的な活動を通じ潜在リスクの把握と未然防止システムの強化を図ることに加え、業務監

査として、監査室が毎期初作成する監査計画書に基づき、専従者を含めた専門要員により、監査役及び会計監

査人との連絡を密にし、計画的に実施するとともに、監査結果を定期的に経営トップに報告しております。被

監査部門に対しては、改善事項の指摘・指導を行い、監査後は改善の進捗状況を定期的に報告させるなど、実

効性の高い監査体制を整え強化を図っております。

　

4）リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制につきましては、事業を取り巻くあらゆるリスクを対象として、リスク管理業務をより充実

させていくために、内部統制管理委員会と危機管理委員会を設けております。内部統制管理委員会では、リス

クの未然防止の仕組みを内部統制システムに組み込みながら、リスクマネジメントの更なる向上を図っており

ます。危機管理委員会では、災害等を含めた有事に際し、迅速かつ適切な対応がとれるようクライシスマネジ

メントの整備を進めております。
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② 内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

内部監査につきましては、当社は業務執行部門から独立した社長直轄の組織として監査室(専任担当１名)を設

置しております。監査室は、監査役、会計監査人との緊密な連携のもと、内部監査計画に基づき、定期的に監査

を行うとともに、必要に応じて臨時監査も行いながら、業務執行が経営方針、関係法規、社内規定・基準等に準

拠して、適法かつ適正・合理的に行われているかについて監査するとともに、必要に応じて改善提案を行ってお

ります。また、内部統制体制の妥当性、有効性を検証・評価し、改善に向けた提言を行っております。これらの

監査実施結果は監査報告書として社長、監査役に提出され監査の連携を図っております。

監査役は、業務監査として、取締役会及び社内の重要会議に出席するとともに、取締役等に対して個々に聴取

しながら、取締役による経営状況並びに各部門の業務執行状況、取締役会の意思決定及びその運営手続きなどに

ついて監査しております。また、会計監査人の監査計画を定期的に把握し、会計監査人の監査体制及び監査手続

きと、その実施結果について定期的に報告を受けるとともに情報・意見交換を行い、監査の実効性の確保に努め

ております。

会計監査は、新宿監査法人との間で監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けておりま

す。同監査法人は独立第三者としての立場から財務諸表監査を実施し、当社は監査結果の報告を受け、意見交

換、改善事項などの提言を受けています。なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、新宿監査法人の

指定社員・業務執行社員　末益弘幸氏、指定社員・業務執行社員　田中信行氏であります。また、補助者は、公

認会計士７名、その他５名であります。

また、会計監査人の監査にあたって監査役は、会計監査の往査に立会い、監査役、監査室長は、監査講評会に

出席し報告を受ける等、監査室長、監査役、会計監査人が連携を図り、監査の実効性の確保に努めております。

これらの監査結果等は内部統制管理委員会に報告され、意見交換等がなされております。

　

③ 社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。社外取締役の右京強氏は、大学教授として培われた

専門的な知識・経験等を有しており、当社に有益な助言と独立した立場から監督を行っていただくために社外取

締役に選任しております。なお、同氏の兼職先である横浜国立大学と当社との間には、人的関係、資本的関係又

は取引関係その他特別な利害関係はありません。

社外監査役である市川茂夫氏は、会社経営者として培われた専門的な知識・経験等を有し、かつ客観的立場か

ら当社の監査体制強化に尽力いただくことを目的に社外監査役に選任しております。同氏は、過去に株式会社東

京都民銀行の取締役でありました。同社と当社との間には、金銭借入等の取引が存在しておりますが、これらの

取引は定型的な取引であり、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。また、同社は当社の

株式を保有し、当社は同社の親会社である株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループの株式を保有しております

が、いずれも主要株主に該当しないことから、重要性はないものと判断しております。なお、同氏は、東京ＴＹ

リース株式会社の代表取締役社長を兼職しており、同社と当社との間には、リース等の取引がありますが、その

取引額は当社の売上高の0.1％未満にあたる僅少な取引であり、重要性はないものと判断しております。

社外監査役である原口文雄氏は、金融機関で培われた知識・経験等と幅広い知見を有しており、客観的・中立

的立場から当社の監査体制強化に尽力いただくことを目的に社外監査役に選任しております。同氏は、株式会社

三井住友銀行の出身であります。同社と当社との間には、金銭借入等の取引が存在しておりますが、これらの取

引は定型的な取引であり、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。また、同社は当社の株

式を保有し、当社は同社の親会社である株式会社三井住友フィナンシャルグループの株式を保有しております

が、いずれも主要株主に該当しないことから、重要性はないものと判断しております。また、同氏は平成27年３

月まで日本電産株式会社に在籍しており、同社と当社との間には製品の販売等の取引がありますが、その取引額

は当社の売上高の0.1％未満にあたる僅少な取引であり、重要性はないものと判断しております。

社外取締役１名及び社外監査役２名は、当社の株式を所有しておりません。

当社において、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、東京

証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考に選任しております。
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④ 役員の報酬等

1）提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

91 91 ― ― 7

監査役
(社外監査役を除く)

8 8 ― ― 1

社外役員 4 4 ― ― 2
 

　

2）提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

3）使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　

4）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社の役員の報酬等は、役位、貢献度、業績等を勘案し定めた月額報酬と、業績に連動した賞与を株主総会

で決議された総額の範囲内で決定しております。

　

⑤ 株式の保有状況

1）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 37銘柄

貸借対照表計上額の合計額 3,340百万円
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2）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

　

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表

計上額(百万円)
保有目的

㈱東京都民銀行 401,000 428 取引関係維持・強化のため

佐藤商事㈱ 512,100 352 取引関係維持・強化のため

藤倉化成㈱ 354,000 226 取引関係維持・強化のため

カシオ計算機㈱ 138,422 169 取引関係維持・強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 773,000 157 取引関係維持・強化のため

太陽誘電㈱ 120,000 152 取引関係維持・強化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 26,756 117 取引関係維持・強化のため

パナソニック㈱ 95,863 112 取引関係維持・強化のため

ホシデン㈱ 215,000 108 取引関係維持・強化のため

日本ケミコン㈱ 307,000 98 取引関係維持・強化のため

㈱タムラ製作所 333,887 87 取引関係維持・強化のため

第一生命保険㈱ 56,200 84 取引関係維持・強化のため

新電元工業㈱ 181,000 82 取引関係維持・強化のため

日立化成㈱ 50,000 70 取引関係維持・強化のため

伯東㈱ 58,500 56 取引関係維持・強化のため

㈱大真空 130,000 53 取引関係維持・強化のため

ニチコン㈱ 65,000 53 取引関係維持・強化のため

住友ベークライト㈱ 125,000 49 取引関係維持・強化のため

㈱りそなホールディングス 79,800 39 取引関係維持・強化のため

㈱巴川製紙所 150,000 29 取引関係維持・強化のため

㈱新川 37,000 21 取引関係維持・強化のため

㈱岡三証券グループ 20,000 17 取引関係維持・強化のため

㈱東和銀行 150,000 15 取引関係維持・強化のため

シャープ㈱ 47,000 14 取引関係維持・強化のため

㈱アルプス物流 11,000 11 取引関係維持・強化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 20,000 11 取引関係維持・強化のため

アルプス電気㈱ 5,000 6 取引関係維持・強化のため

東光㈱ 12,000 3 取引関係維持・強化のため

㈱ヨコオ 5,000 2 取引関係維持・強化のため

㈱ケーヒン 1,200 1 取引関係維持・強化のため
 

(注) １　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下のものを含め上位30銘柄について記載しております。

２　第一生命保険㈱は、平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式分割を実

施しております。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表

計上額(百万円)
保有目的

㈱東京ＴＹフィナンシャルグループ 148,370 477 取引関係維持・強化のため

佐藤商事㈱ 512,100 419 取引関係維持・強化のため

カシオ計算機㈱ 141,983 323 取引関係維持・強化のため

太陽誘電㈱ 120,000 210 取引関係維持・強化のため

藤倉化成㈱ 354,000 195 取引関係維持・強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 773,000 163 取引関係維持・強化のため

パナソニック㈱ 95,863 151 取引関係維持・強化のため

㈱タムラ製作所 338,188 149 取引関係維持・強化のため

ホシデン㈱ 215,000 142 取引関係維持・強化のため

日立化成㈱ 50,000 128 取引関係維持・強化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 26,756 123 取引関係維持・強化のため

日本ケミコン㈱ 307,000 108 取引関係維持・強化のため

新電元工業㈱ 181,000 108 取引関係維持・強化のため

第一生命保険㈱ 56,200 98 取引関係維持・強化のため

伯東㈱ 58,500 83 取引関係維持・強化のため

ニチコン㈱ 65,000 72 取引関係維持・強化のため

住友ベークライト㈱ 125,000 66 取引関係維持・強化のため

㈱りそなホールディングス 79,800 47 取引関係維持・強化のため

㈱大真空 130,000 42 取引関係維持・強化のため

㈱巴川製紙所 150,000 36 取引関係維持・強化のため

㈱新川 37,000 28 取引関係維持・強化のため

㈱岡三証券グループ 20,000 19 取引関係維持・強化のため

㈱アルプス物流 11,000 16 取引関係維持・強化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 20,000 14 取引関係維持・強化のため

㈱東和銀行 150,000 14 取引関係維持・強化のため

アルプス電気㈱ 5,000 14 取引関係維持・強化のため

シャープ㈱ 47,000 11 取引関係維持・強化のため

東光㈱ 12,000 4 取引関係維持・強化のため

㈱ヨコオ 5,000 3 取引関係維持・強化のため

㈱ケーヒン 1,200 2 取引関係維持・強化のため
 

(注) １　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下のものを含め上位30銘柄について記載しております。
　
　

3）保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

⑥ 責任限定契約の内容と概要

当社は、業務執行を行わない取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第427条第

１項の規定により、業務執行を行わない取締役及び監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限

定する契約を締結することができ、その責任の限度額は、法令が規定する額とする旨、定款に定めるとともに、

社外取締役１名、常勤監査役１名及び社外監査役２名と上記内容にて責任限定契約を締結しております。

　

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

36/93



 

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及びその決議は累積投票によらないものとする旨定款に定め

ております。

　

⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

1）自己の株式の取得

当社は、経済情勢の変化に応じた機動的な資本政策を行うため、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

　

2）剰余金の配当

当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に

対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を可能とする

ことを目的とするものであります。

　

3）取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことに

よる取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。これは取締役及び監査

役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするものであります。

　

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは株主総

会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 29 ― 29 ―

連結子会社 17 ― 16 ―

計 46 ― 45 ―
 

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。　

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)の財務諸表について、新宿監査法

人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入し、研修への参加等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 20,919 14,564

  受取手形及び売掛金 20,037 21,552

  有価証券 45 2,647

  商品及び製品 2,978 4,441

  仕掛品 3,429 3,148

  原材料及び貯蔵品 1,536 1,659

  繰延税金資産 183 21

  その他 1,939 2,337

  貸倒引当金 △919 △170

  流動資産合計 50,150 50,201

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※4  56,663 ※4  56,564

    減価償却累計額 △41,540 △42,063

    建物及び構築物（純額） 15,122 14,501

   機械装置及び運搬具 86,538 82,316

    減価償却累計額 △73,366 △67,330

    機械装置及び運搬具（純額） 13,172 14,985

   土地 10,305 9,972

   建設仮勘定 224 511

   その他 4,792 4,954

    減価償却累計額 △3,826 △3,829

    その他（純額） 965 1,125

   有形固定資産合計 39,790 41,096

  無形固定資産   

   のれん 318 301

   その他 340 446

   無形固定資産合計 659 748

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  2,879 ※1  3,380

   退職給付に係る資産 701 495

   繰延税金資産 25 8

   その他 2,968 3,278

   貸倒引当金 △53 △48

   投資その他の資産合計 6,522 7,115

  固定資産合計 46,972 48,959

 繰延資産   

  社債発行費 28 13

  繰延資産合計 28 13

 資産合計 97,150 99,175
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 9,659 12,441

  短期借入金 9,035 8,673

  1年内償還予定の社債 ― 4,500

  未払金 4,493 3,293

  リース債務 436 2,430

  未払法人税等 164 74

  賞与引当金 191 262

  事業構造再編費用引当金 1,783 207

  その他 982 579

  流動負債合計 26,747 32,463

 固定負債   

  社債 4,500 ―

  長期借入金 5,893 5,527

  リース債務 2,025 428

  繰延税金負債 696 872

  役員退職慰労引当金 7 ―

  退職給付に係る負債 235 44

  資産除去債務 ― 160

  その他 77 27

  固定負債合計 13,436 7,060

 負債合計 40,184 39,523

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 22,306 22,306

  資本剰余金 22,063 22,063

  利益剰余金 10,021 10,603

  自己株式 △3,502 △3,132

  株主資本合計 50,888 51,841

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 417 887

  繰延ヘッジ損益 0 0

  為替換算調整勘定 1,799 2,915

  退職給付に係る調整累計額 199 286

  その他の包括利益累計額合計 2,416 4,088

 少数株主持分 3,661 3,721

 純資産合計 56,966 59,651

負債純資産合計 97,150 99,175
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 71,031 73,730

売上原価 ※5  64,604 ※5  65,403

売上総利益 6,427 8,326

販売費及び一般管理費 ※1、※5  7,536 ※1、※5  7,685

営業利益又は営業損失（△） △1,109 641

営業外収益   

 受取利息 79 76

 受取配当金 54 64

 貸倒引当金戻入額 ― 590

 為替差益 ― 752

 受取賃貸料 53 22

 その他 309 191

 営業外収益合計 497 1,698

営業外費用   

 支払利息 607 363

 たな卸資産廃棄損 77 51

 為替差損 168 ―

 その他 377 411

 営業外費用合計 1,231 826

経常利益又は経常損失（△） △1,843 1,513

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  24 ※2  23

 負ののれん発生益 44 3

 投資有価証券売却益 161 ―

 受取保険金 2 ―

 事業構造再編費用引当金戻入額 ― 464

 関係会社株式売却益 ― 619

 その他 12 ―

 特別利益合計 245 1,111

特別損失   

 固定資産売却損 ※3  1 ※3  42

 固定資産除却損 ※4  36 ※4  125

 減損損失 ※6  0 ※6  525

 投資有価証券評価損 129 ―

 事業構造再編費用 1,649 ―

 損害賠償金 282 19

 貸倒引当金繰入額 786 ―

 関係会社清算損 ― 62

 その他 49 ―

 特別損失合計 2,935 775

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△4,534 1,849

法人税、住民税及び事業税 335 362

法人税等調整額 25 175

法人税等合計 360 538

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△4,894 1,310

少数株主利益 60 131

当期純利益又は当期純損失（△） △4,955 1,178
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△4,894 1,310

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 193 469

 繰延ヘッジ損益 0 △0

 為替換算調整勘定 4,249 1,509

 退職給付に係る調整額 ― 95

 その他の包括利益合計 ※1  4,443 ※1  2,075

包括利益 △451 3,386

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △1,215 2,860

 少数株主に係る包括利益 763 525
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 22,306 22,063 15,123 △3,502 55,991

会計方針の変更による

累積的影響額
  ―  ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
22,306 22,063 15,123 △3,502 55,991

当期変動額      

剰余金の配当   △146  △146

当期純損失（△）   △4,955  △4,955

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分   △0 0 0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― △5,102 △0 △5,102

当期末残高 22,306 22,063 10,021 △3,502 50,888
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 224 △0 △1,747 ― △1,523 3,306 57,773

会計方針の変更による

累積的影響額
     ― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
224 △0 △1,747 ― △1,523 3,306 57,773

当期変動額        

剰余金の配当       △146

当期純損失（△）       △4,955

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

193 0 3,546 199 3,940 355 4,295

当期変動額合計 193 0 3,546 199 3,940 355 △807

当期末残高 417 0 1,799 199 2,416 3,661 56,966
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 22,306 22,063 10,021 △3,502 50,888

会計方針の変更による

累積的影響額
  △355  △355

会計方針の変更を反映

した当期首残高
22,306 22,063 9,665 △3,502 50,532

当期変動額      

剰余金の配当   ―  ―

当期純利益   1,178  1,178

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分   △240 370 129

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 937 370 1,308

当期末残高 22,306 22,063 10,603 △3,132 51,841
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 417 0 1,799 199 2,416 3,661 56,966

会計方針の変更による

累積的影響額
     △3 △358

会計方針の変更を反映

した当期首残高
417 0 1,799 199 2,416 3,658 56,607

当期変動額        

剰余金の配当       ―

当期純利益       1,178

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       129

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

469 △0 1,116 86 1,672 63 1,735

当期変動額合計 469 △0 1,116 86 1,672 63 3,044

当期末残高 887 0 2,915 286 4,088 3,721 59,651
 

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

44/93



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△4,534 1,849

 減価償却費 4,657 4,953

 のれん償却額 △11 34

 賞与引当金の増減額（△は減少） △18 70

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △7

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 809 △807

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △55 △206

 受取利息及び受取配当金 △133 △141

 支払利息 607 363

 為替差損益（△は益） 75 △952

 投資有価証券売却損益（△は益） △161 ―

 投資有価証券評価損益（△は益） 129 ―

 関係会社株式売却損益（△は益） ― △619

 固定資産売却損益（△は益） △23 18

 固定資産除却損 24 125

 事業構造再編費用引当金戻入額 ― △464

 減損損失 0 525

 事業構造再編費用 1,649 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 1,067 △356

 たな卸資産の増減額（△は増加） △637 △880

 仕入債務の増減額（△は減少） △129 1,782

 未払消費税等の増減額（△は減少） △16 78

 その他 △340 △2,558

 小計 2,960 2,806

 利息及び配当金の受取額 136 131

 利息の支払額 △553 △396

 法人税等の支払額 △296 △604

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,246 1,937

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,687 △4,467

 有形固定資産の売却による収入 185 957

 無形固定資産の取得による支出 △95 △106

 投資有価証券の取得による支出 △8 △7

 投資有価証券の売却及び償還による収入 369 0

 貸付けによる支出 △786 △0

 貸付金の回収による収入 786 ―

 子会社株式の取得による支出 △37 △251

 関係会社株式の売却による収入 ― ※2  554

 その他 △192 532

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,465 △2,789
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 22,305 23,645

 短期借入金の返済による支出 △19,658 △25,153

 長期借入れによる収入 7,500 1,500

 長期借入金の返済による支出 △11,086 △1,566

 債権売却の増減額（△は減少） 414 628

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △407 △444

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △147 △0

 少数株主への配当金の支払額 △299 △46

 その他 0 0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,380 △1,438

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,604 △1,465

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5 △3,754

現金及び現金同等物の期首残高 20,888 20,919

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

26 ―

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  20,919 ※1  17,164
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数11社

連結子会社は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

(2) 非連結子会社の数０社

なお、当社の非連結子会社であったシイエムケイサンテクノ株式会社は、当連結会計年度において、清算してお

ります。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

関連会社１社

㈱エストコーポレーション

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

国内連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。連結子会社のうち、CMK ASIA(PTE.)LTD.、P.T. CMKS

INDONESIA、CMK EUROPE N.V.、新昇電子(香港)有限公司、旗利得電子(東莞)有限公司、新昇電子貿易(深セン)有限公

司、希門凱電子(無錫)有限公司、CMK CORPORATION(THAILAND)CO.,LTD.及びCMK AMERICA CORPORATIONの決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

売買目的有価証券

…時価法(売却原価は移動平均法により算定)

満期保有目的の債券

…償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

当社及び国内連結子会社は、主として総平均法による原価法。(貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法)

在外連結子会社は、主として移動平均法による低価法。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

…当社及び国内連結子会社は定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)に

ついては定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 １年～65年

　機械装置及び運搬具 ２年～15年

　その他(工具器具及び備品) ２年～20年
 

在外連結子会社は、主として定額法。

②　無形固定資産(リース資産を除く)

…定額法。ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額

法。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

…売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社は個別債権を勘案のうえ、計上しております。

②　賞与引当金

…当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

③　役員退職慰労引当金

…一部の国内連結子会社は、役員に対する退職金支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を基準として

引当計上しております。

④　事業構造再編費用引当金

…事業構造再編計画の実行に伴い、今後発生が見込まれる損失について、合理的に見込まれる額を計上してお

ります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理債務

をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含め

ております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

…繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約は振当処理を行っておりま

す。金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象

…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引及び借入金利息

③　ヘッジ方針

…為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的として実施しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

…ヘッジ手段の変動の累計とヘッジ対象の変動の累計との比率を比較し、有効性を判断しておりますが、契約

内容等によりヘッジに高い有効性が明らかに認められる場合については有効性の判定を省略しております。

なお、振当処理による為替予約及び特例処理による金利スワップについても有効性の判定を省略しておりま

す。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、国内連結子会社５年間、在外連結子

会社20年間の均等償却を行っております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　繰延資産の処理方法

社債発行費

…社債の償還期間(３年)にわたり、定額法により償却しております。

②　消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指

針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計

年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から

給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が301百万円減少し、退職給付に係る負債が65百万円増加し、利

益剰余金が355百万円減少しております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。なお、１株当た

り情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)

・「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)

・「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成25年９月13日)

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日)

　

(1) 概要

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変

動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫

定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。

(2) 適用予定日

平成28年３月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の期首

以後実施される企業結合から適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 
(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)

　前連結会計年度において、「流動負債」の「未払金」に含めていた「リース債務」は、重要性が増したため、当連結

会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸

表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「未払金」に表示していた4,929百万円は、

「未払金」4,493百万円、「リース債務」436百万円として組み替えております。

　

(退職給付関係)

「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日)の改正に伴い、複数

事業主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を変更し、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。

なお、連結財務諸表の組替えの内容及び連結財務諸表の主な項目に係る前連結会計年度における金額は当該箇所に

記載しております。

　

(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に係る注記

非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券(株式) 144百万円 0百万円
 

　

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 291百万円 433百万円
 

　

３　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行とコミットメントライン契約を締結しております。

当連結会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

コミットメントライン契約の総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 ― ―

 未実行残高 5,000百万円 5,000百万円
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※４　圧縮記帳

取得価額から控除されている国庫補助金の圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

建物及び構築物 31百万円 31百万円
 

　

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

役員報酬・給料手当・賞与 2,838百万円 2,740百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1 〃 ―  

賞与引当金繰入額 50 〃 70百万円

退職給付費用 41 〃 20 〃

荷造運賃 896 〃 1,188 〃

貸倒引当金繰入額 22 〃 ―  

研究開発費 447 〃 395百万円
 

 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 3百万円

機械装置及び運搬具 23　〃 14　〃

土地 ― 5　〃

有形固定資産「その他」 0百万円 ―

 計 24百万円 23百万円
 

 

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ― 6百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 24　〃

土地 ― 11　〃

有形固定資産「その他」 0百万円 0　〃

 計 1百万円 42百万円
 

 

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 2百万円 28百万円

機械装置及び運搬具 31 〃 94 〃

建設仮勘定 0　〃 ―

有形固定資産「その他」 2　〃 2百万円

 計 36百万円 125百万円
 

 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

577百万円 432百万円
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※６ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

場所 用途 種類
減損金額
(百万円)

新潟県北蒲原郡
聖籠町

事業用資産 機械装置及び工具器具備品 1

山梨県韮崎市 賃貸用資産 建物及び土地等 358

東京都品川区 遊休資産 建物及び土地等 67

埼玉県深谷市 遊休資産 土地 68

福井県福井市 遊休資産 土地 24

福井県坂井市 遊休資産 土地 5

合計 525
 

当社は、事業用資産については、ひとつの資産グループとし、遊休資産及び賃貸用資産については、独立して

収支把握が可能であるため、個々に独立した単位としてグルーピングしております。

事業用資産については、当連結会計年度において、使用の中止を決定し、遊休となる見込みとなった固定資産

について、減損損失として特別損失を計上しております。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており

ますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため零としております。

賃貸用資産及び遊休資産については、現時点において用途が定まっていないこと、また、用途の転用があった

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、

回収可能価額は賃貸用資産については使用価値、遊休資産については正味売却価額により測定しております。正

味売却価額は固定資産税評価額等を基準にして算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 428百万円 637百万円

 組替調整額 △161 〃 ―

   税効果調整前 267百万円 637百万円

   税効果額 △73 〃 △167 〃

   その他有価証券評価差額金 193百万円 469百万円

繰延ヘッジ損益   

 当期発生額 0百万円 0百万円

 資産の取得原価調整額 0　〃 △0　〃

   税効果調整前 0百万円 △0百万円

   税効果額 △0　〃 0　〃

   繰延ヘッジ損益 0百万円 △0百万円

為替換算調整勘定   

 当期発生額 4,249百万円 1,669百万円

 組替調整額 ― △159 〃

   税効果調整前 4,249百万円 1,509百万円

   税効果額 ― ―

   為替換算調整勘定 4,249百万円 1,509百万円

退職給付に係る調整額   

　当期発生額 ― 112百万円

　組替調整額 ― 4　〃

　　税効果調整前 ― 116百万円

　　税効果額 ― △20　〃

　　退職給付に係る調整額 ― 95百万円

その他の包括利益合計 4,443百万円 2,075百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 63,060,164 ― ― 63,060,164
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,315,353 601 6 4,315,948
 

　
(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　 601株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の売渡しによる減少　　 　　　 6株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 146 2.5 平成25年３月31日 平成25年６月26日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 63,060,164 ― ― 63,060,164
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,315,948 858 456,735 3,860,071
 

　
(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　 858株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

子会社吸収合併の対価としての割当てによる減少　　 456,680株

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　　 55株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 296 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金勘定 20,919百万円 14,564百万円

有価証券勘定に含まれる譲渡性預
金及びコマーシャルペーパー

― 2,599　〃

現金及び現金同等物 20,919百万円 17,164百万円
 

　

※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の売却等により、CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD.が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内
訳並びに株式の売却価額と売却による収入は次のとおりです。

 
流動資産 74百万円

固定資産 37 〃

流動負債 △27 〃

その他 △106 〃

株式の売却益 619 〃

 株式の売却価額 598百万円

現金及び現金同等物 △44 〃

 差引：売却による収入 554百万円
 

 

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、プリント配線板製造設備(機械及び装置)であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項　

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行借入や

社債発行により調達しております。デリバティブ取引は、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために

利用し、投機的な取引は行いません。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グ

ループの販売管理規程に従い、取引先ごとに期日管理と残高管理を行うとともに、信用状況を把握する体制とし

ております。また、グローバルに事業を展開していることから生じる外貨建営業債権については、為替の変動リ

スクに晒されておりますが、一部先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の

株式であり、定期的に時価や財務状況を把握する体制をとっております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年内の支払期日です。また、一部には、原材料等の輸入に伴う外貨

建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部先物為替予約を利用してヘッジしておりま

す。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

です。変動金利の借入金は、金利変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものについては支払金利の

変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引(金利スワップ取引)を

ヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引は、売上、購入契約の成約高及び外貨建金銭債権債務等残高の範囲内で行うという基本方針

のもとで、資金担当部門が決裁者の承認を得て行っております。

　また、デリバティブ取引にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っ

ております。

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載されている

「(6)重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が資金繰り計画などを作

成する方法などにより管理しております。

 

(3) 金融商品の時価に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

　「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ

バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表に含まれておりません。((注)２参照)
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前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 20,919 20,919 ―

(2) 受取手形及び売掛金 20,037 20,037 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

　① 売買目的有価証券 45 45 ―

　② その他有価証券 2,677 2,677 ―

　資産計 43,679 43,679 ―

(4) 支払手形及び買掛金 9,659 9,659 ―

(5) 短期借入金(※１) 7,469 7,469 ―

(6) 社債 4,500 4,541 41

(7) 長期借入金(※１) 7,459 7,623 164

　負債計 29,088 29,294 205

デリバティブ取引(※２) 0 0 ―
 

※１　長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより、短期借入金に計上されたものについては、本表では

長期借入金として表示しております。

　※２　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 14,564 14,564 ―

(2) 受取手形及び売掛金 21,552 21,552 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

　① 売買目的有価証券 47 47 ―

　② 満期保有目的の債券 2,599 2,599 ―

　③ その他有価証券 3,322 3,322 ―

　資産計 42,087 42,087 ―

(4) 支払手形及び買掛金 12,441 12,441 ―

(5) 短期借入金(※１) 6,807 6,807 ―

(6) 社債(※２) 4,500 4,506 6

(7) 長期借入金(※１) 7,393 7,477 84

　負債計 31,141 31,232 90

デリバティブ取引(※３) 0 0 ―
 

※１　長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより、短期借入金に計上されたものについては、本表では

長期借入金として表示しております。

※２　社債で支払期日が１年以内になったことにより、１年内償還予定の社債に計上されたものについては、本表

では社債として表示しております。

　※３　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
　

(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

(1)現金及び預金並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格

によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注

記を参照ください。
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　負　債

(4)支払手形及び買掛金並びに(5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(6)社債及び(7)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規発行及び借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対

象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
　

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

 

区分 平成26年３月31日 平成27年３月31日

非上場株式(百万円) 202 58
 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
　

３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金(百万円) 20,919 ― ― ―

受取手形及び売掛金(百万円) 20,037 ― ― ―

合計 40,956 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金(百万円) 14,564 ― ― ―

受取手形及び売掛金(百万円) 21,552 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券
 満期保有目的の債券(百万円)

2,599 ― ― ―

合計 38,717 ― ― ―
 

　
４ 社債及び借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債(百万円) ― 4,500 ― ― ― ―

短期借入金(百万円) 7,469 ― ― ― ― ―

長期借入金(百万円) 1,566 1,566 1,533 1,402 1,392 ―

合計 9,035 6,066 1,533 1,402 1,392 ―
 

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債(百万円) 4,500 ― ― ― ― ―

短期借入金(百万円) 6,807 ― ― ― ― ―

長期借入金(百万円) 1,866 1,833 1,702 1,692 300 ―

合計 13,173 1,833 1,702 1,692 300 ―
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(有価証券関係)

１　売買目的有価証券

 平成26年３月31日 平成27年３月31日

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 1百万円 2百万円
 

　

２　満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

その他 ― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

その他 2,599 2,599 ―

合計  2,599 2,599 ―
 

　

３　その他有価証券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

株式 1,860 1,051 809

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株式 816 1,107 △290

合計  2,677 2,158 518
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額58百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

株式 2,818 1,469 1,349

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株式 503 697 △193

合計  3,322 2,166 1,155
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額58百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

４　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 278 161 ―

合計 278 161 ―
 

　

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

該当事項はありません。
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５　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について129百万円(その他有価証券の株式129百万円)減損処理を行っており

ます。

当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

 為替予約取引     

原則的処理方法 買建     

 米ドル 買掛金 21 ― 0
 

(注)　時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

 為替予約取引     

原則的処理方法 買建     

 米ドル 買掛金 28 ― 0
 

(注)　時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2) 金利関連

前連結会計年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     

 変動受取・固定支払 長期借入金 4,900 3,918 (注)
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     

 変動受取・固定支払 長期借入金 5,418 4,136 (注)
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び厚生年金基金制度

を設けております。当社においては退職給付制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しております。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退

職給付費用を計算しております。

なお、当社及び一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しております。当社においては日

本金属プレス工業厚生年金基金及び日本電子回路厚生年金基金に加入し、国内連結子会社においては日本電子回路厚

生年金基金に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度

については、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

　

２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付債務の期首残高 4,920 4,953

会計方針の変更による累積的影響額 ― 366

会計方針の変更を反映した期首残高 4,920 5,319

勤務費用 228 287

利息費用 98 62

数理計算上の差異の発生額 △218 224

退職給付の支払額 △71 △91

過去勤務費用の発生額 ― △14

退職給付制度終了に伴う減少額 △3 ―

退職給付債務の期末残高 4,953 5,787
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

年金資産の期首残高 4,784 5,423

期待運用収益 83 94

数理計算上の差異の発生額 183 322

事業主からの拠出額 441 453

退職給付の支払額 △70 △91

年金資産の期末残高 5,423 6,202
 

　

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 63 4

退職給付費用 4 △16

退職給付の支払額 △4 △7

制度への拠出額 △16 △15

退職給付制度終了に伴う減少額 △42 ―

退職給付に係る負債の期末残高 4 △35
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表
(百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 5,117 5,948

年金資産 △5,630 △6,444

 △513 △495

非積立型制度の退職給付債務 47 44

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △465 △450

   
退職給付に係る負債 235 44

退職給付に係る資産 △701 △495

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △465 △450
 

(注)簡便法を適用した制度を含みます。

　

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

勤務費用 235 287

利息費用 98 62

期待運用収益 △83 △94

数理計算上の差異の費用処理額 105 5

過去勤務費用の費用処理額 △0 △0

簡便法で計算した退職給付費用 △2 △16

退職給付制度終了益 △12 ―

その他(臨時に支払った割増退職金等) ― 218

確定給付制度に係る退職給付費用 340 460
 

　

(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。
(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

過去勤務費用 ― 13

数理計算上の差異 ― 102

合計 ― 116
 

　

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。
(百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

未認識過去勤務費用 5 19

未認識数理計算上の差異 300 403

合計 306 423
 

　

(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

債券 16% 15%

株式 20% 24%

一般勘定 62% 59%

その他 2% 2%

合計 100% 100%
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②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

割引率 2.00% 1.13～1.37%

長期期待運用収益率 1.75% 1.75%
 

　

３　確定拠出制度

確定拠出制度(確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度を含む。)への要拠出額

は、前連結会計年度475百万円、当連結会計年度448百万円であります。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は以下のとおりであります。

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況

日本金属プレス工業厚生年金基金

(百万円)

 
前連結会計年度

平成25年３月31日現在
当連結会計年度

平成26年３月31日現在

年金資産の額 64,698 69,619

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金

の額との合計額(注)
69,064 71,802

差引額 △4,366 △2,183
 

　(注)前連結会計年度においては「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

　

日本電子回路厚生年金基金

(百万円)

 
前連結会計年度

平成25年３月31日現在
当連結会計年度

平成26年３月31日現在

年金資産の額 54,319 59,788

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金

の額との合計額(注)
56,652 61,080

差引額 △2,333 △1,292
 

　(注)前連結会計年度においては「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

　

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

日本金属プレス工業厚生年金基金

前連結会計年度　10.744%(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　当連結会計年度　10.066%(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)　

 

日本電子回路厚生年金基金

前連結会計年度　5.264%(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　当連結会計年度　4.394%(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)　

　

(3) 補足説明

①日本金属プレス工業厚生年金基金の差引額の主な要因は、繰越不足金(前連結会計年度4,336百万円、当連結会

計年度2,183百万円)であり、本制度における過去勤務債務の償却方法は期間15年の元利均等償却であります。

②日本電子回路厚生年金基金の差引額の主な要因は、繰越不足金(前連結会計年度6,298百万円、当連結会計年度

2,333百万円)、当年度剰余金(前連結会計年度3,965百万円、当連結会計年度1,041百万円)であり、本制度にお

ける過去勤務債務の償却方法は期間６年４ヵ月の元利均等償却であります。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)    

 賞与引当金 67百万円  85百万円

 退職給付に係る負債 72　〃  90　〃

 減価償却超過額 549　〃  146　〃

 有価証券評価損 173　〃  157　〃

 貸倒引当金 42　〃  31　〃

 繰越欠損金 2,837　〃  4,611　〃

 減損損失 514　〃  853　〃

 その他 427　〃  328　〃

 繰延税金資産小計 4,686百万円  6,305百万円

 評価性引当額 △4,477　〃  △6,274　〃

 繰延税金資産合計 208百万円  30百万円

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 101百万円  268百万円

 退職給付に係る資産 136　〃  136　〃

 その他 458　〃  467　〃

 繰延税金負債合計 696百万円  872百万円
 

 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

 流動資産－繰延税金資産 183百万円  21百万円

 固定資産－繰延税金資産 25　〃  8　〃

 固定負債－繰延税金負債 696　〃  872　〃
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率 ―  35.6％

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 ―  1.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ―  △0.9％

住民税均等割等 ―  1.6％

評価性引当額の増減 ―  8.0％

税効果未認識連結調整等 ―  △1.6％

親会社との税率差異 ―  △14.6％

その他 ―  0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ―  29.1％
 

(注)　前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上したため、注記を省略しております。
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布された

ことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成27年４月１日以降解消されるもの

に限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１

日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されて

おります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主にプリント配線板を生産・販売しており、国内においては当社及び国内連結子会社が、海外に

おいては中国、東南アジア、欧米の各地域を現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した

経営単位であり、取り扱う製品について各地域において包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、生産・販売の管理体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「中国」、「東南アジア」及び「欧米」の４つを当社の報告セグメントとしております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。

 
会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したことに伴

い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

この変更による当連結会計年度のセグメント利益又は損失(△)に与える影響は軽微であります。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント 調整額

(注) １

連結財務諸
表計上額
(注) ２日本 中国 東南アジア 欧米 計

売上高        

  外部顧客への売上高 44,002 14,253 8,772 4,003 71,031 ― 71,031

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2,262 6,523 4,137 ― 12,922 △12,922 ―

計 46,265 20,776 12,909 4,003 83,954 △12,922 71,031

セグメント利益又は損失(△) 8 55 △876 197 △614 △494 △1,109

セグメント資産 83,609 20,719 16,011 4,193 124,534 △27,383 97,150

その他の項目        

  減価償却費 1,834 1,345 1,472 6 4,657 ― 4,657

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

1,514 694 572 1 2,782 ― 2,782
 

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△494百万円には、セグメント間取引消去398百万円、全社費用△893

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額△27,383百万円には、セグメント間取引消去△41,785百万円、各報告セグメント

に帰属しない全社資産14,401百万円が含まれております。全社資産は、主に親会社での余資運用資金(現金

及び有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント 調整額

(注) １

連結財務諸
表計上額
(注) ２日本 中国 東南アジア 欧米 計

売上高        

  外部顧客への売上高 44,573 15,227 9,007 4,921 73,730 ― 73,730

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

3,163 7,714 5,377 0 16,255 △16,255 ―

計 47,736 22,942 14,385 4,921 89,985 △16,255 73,730

セグメント利益又は損失(△) 332 563 △170 213 939 △298 641

セグメント資産 83,455 25,691 16,525 3,279 128,952 △29,777 99,175

その他の項目        

  減価償却費 1,840 1,441 1,646 24 4,953 ― 4,953

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

2,172 1,564 836 ― 4,574 ― 4,574
 

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△298百万円には、セグメント間取引消去442百万円、全社費用△740

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額△29,777百万円には、セグメント間取引消去△42,367百万円、各報告セグメント

に帰属しない全社資産12,590百万円が含まれております。全社資産は、主に親会社での余資運用資金(現金

及び有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本 中国 東南アジア ヨーロッパ その他 合計

42,418 13,221 9,776 2,671 2,943 71,031
 

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 中国 東南アジア 欧米 合計

22,638 8,275 8,840 35 39,790
 

 

３ 主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社豊通エレクトロニクス 7,918 日本

株式会社デンソー 7,823 日本
 

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本 中国 東南アジア ヨーロッパ その他 合計

41,970 15,313 10,156 2,547 3,743 73,730
 

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 中国 東南アジア 欧米 合計

22,139 9,385 9,560 11 41,096
 

 

３ 主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社豊通エレクトロニクス 8,178 日本

株式会社デンソー 7,909 日本
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
日本 中国 東南アジア 欧米 計

減損損失 0 ― ― ― 0 ― 0
 

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
日本 中国 東南アジア 欧米 計

減損損失 525 ― ― ― 525 ― 525
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
日本 中国 東南アジア 欧米 計

(のれん)        

当期償却額 ― 14 5 13 33 ― 33

当期末残高 ― 124 69 137 332 ― 332

(負ののれん)        

当期償却額 ― ― 0 0 0 ― 0

当期末残高 ― ― 7 6 13 ― 13
 

(注)　のれん及び負ののれん、のれん償却額及び負ののれん償却額は、連結財務諸表上それぞれ相殺しております。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
日本 中国 東南アジア 欧米 計

(のれん)        

当期償却額 0 15 5 13 35 ― 35

当期末残高 1 124 64 124 314 ― 314

(負ののれん)        

当期償却額 ― ― 0 0 0 ― 0

当期末残高 ― ― 6 5 12 ― 12
 

(注)　のれん及び負ののれん、のれん償却額及び負ののれん償却額は、連結財務諸表上それぞれ相殺しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

「日本」において44百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは連結子会社株式を追加取得したこと

によるものであります。

　

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

「日本」において3百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは連結子会社株式を追加取得したことに

よるものであります。

 

【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

(1) 取引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　　シイエムケイ蒲原電子株式会社(当社の連結子会社)

事業の内容　　　　　　プリント配線板の製造及び販売

②　企業結合日

平成26年８月７日

③　企業結合の法的形式

少数株主からの株式取得

④　結合後企業の名称

変更ありません。

⑤　その他取引の概要に関する事項

当社の経営環境を鑑み、経営の効率化を目的として少数株主が保有する株式を追加取得いたしました。追

加取得した株式の議決権比率は16.3％であり、当該取引により議決権比率は91.8％となりました。

　

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表分)に基づ

き、共通支配下の取引等のうち、少数株主との取引として処理しております。

　

(3) 子会社株式の追加取得に関する事項

①　取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 251百万円

取得原価  251百万円
 

②　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

ａ．発生したのれんの金額

１百万円

ｂ．発生原因

追加取得した子会社株式の取得原価が、追加取得により減少する少数株主持分を上回ることにより発生

したものであります。

ｃ．償却の方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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連結子会社の吸収合併

当社は、平成26年８月８日開催の取締役会において、当社の連結子会社である日本シイエムケイマルチ株式会

社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株式会社山梨三光、シイエムケイメカニクス株式会社の非上場子会社４社

を吸収合併することを決議し、平成26年10月１日に吸収合併いたしました。

 

１．取引の概要

(1)　結合当事企業の名称及びその事業の内容

①　結合企業

名称 日本シイエムケイ株式会社(当社)

事業の内容 プリント配線板の製造及び販売
 

②　被結合企業

名称 日本シイエムケイマルチ株式会社(当社の連結子会社)

事業の内容 プリント配線板の製造及び販売
 

 

名称 シイエムケイ蒲原電子株式会社(当社の連結子会社)

事業の内容 プリント配線板の製造及び販売
 

 

名称 株式会社山梨三光(当社の連結子会社)

事業の内容 プリント配線板の製造及び販売
 

 

名称 シイエムケイメカニクス株式会社(当社の連結子会社)

事業の内容 金型の製造及び販売
 

(2)　企業結合日

平成26年10月１日

(3)　企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、当該連結子会社４社は解散いたします。

(4)　結合後企業の名称

日本シイエムケイ株式会社(当社)

(5)　その他取引の概要に関する事項

当社はこれまで、プリント配線板の専業メーカーとして、国内の生産体制を当社工場と子会社にて事業を

展開してまいりましたが、顧客における海外生産シフト及び低コスト志向が、今後ますます進むことが予想

され、プリント配線板の市場変化に対応することが求められてきております。

当社は、国内市場の変化に対応するため、生産体制の最適化を検討いたしました結果、国内子会社を吸収

合併し、経営資源を集約することで、業務及び人員体制の効率化を進め、更なる収益力を高めることを目的

に、本合併を行うことを決定いたしました。

　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表分)に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 907.40円 944.76円

１株当たり当期純利益金額又は当期
純損失金額(△)

△84.36円 19.99円
 

(注) １　前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

３　「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、6.00円減少しておりま

す。なお、１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)に与える影響は軽微であります。

４　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当期純利益金額又は当期純損失金額(△)(百万円) △4,955 1,178

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失金額(△)
(百万円)

△4,955 1,178

普通株式の期中平均株式数(千株) 58,744 58,971
 

 

５　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 56,966 59,651

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 3,661 3,721

 (うち少数株主持分(百万円)) (3,661) (3,721)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 53,304 55,930

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株)

58,744 59,200
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

日本シイエムケイ㈱ 第６回無担保社債
平成25年
３月15日

2,450
2,450
(2,450)

0.925 なし
平成28年
３月15日

日本シイエムケイ㈱ 第７回無担保社債
平成25年
３月21日

2,050
2,050
(2,050)

0.925 なし
平成28年
３月15日

合計 ― ― 4,500
4,500
(4,500)

― ― ―
 

(注) １　「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額でありまあす。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

１年以内(百万円)
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

4,500 ― ― ― ―
 

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 7,469 6,807 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,566 1,866 1.5 ―

１年以内に返済予定のリース債務 436 2,430 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,893 5,527 1.4 平成32年３月31日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

2,025 428 ― 平成30年12月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 17,391 17,058 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率にて記載しております。リース債務は

利息相当額を控除しない方法で計上しておりますので、平均利率は記載しておりません。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額の

総額

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(百万円) 1,833 1,702 1,692 300

リース債務(百万円) 125 141 161 ―
 

 

【資産除去債務明細表】

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 17,271 35,396 54,431 73,730

税金等調整前四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(百万円) △52 322 661 1,849

四半期(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(百万円) △167 71 289 1,178

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △2.85 1.21 4.92 19.99
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △2.85 4.05 3.70 15.02
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,194 5,878

  受取手形 881 1,051

  売掛金 ※1  13,786 ※1  14,381

  有価証券 － 2,599

  商品及び製品 1,180 2,817

  仕掛品 693 1,908

  原材料及び貯蔵品 145 590

  前払費用 76 115

  関係会社短期貸付金 ※1  9,999 ※1  11,143

  未収入金 ※1  516 ※1  824

  繰延税金資産 146 －

  その他 ※1  239 ※1  127

  貸倒引当金 △1,467 △64

  流動資産合計 36,394 41,375

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 7,716 8,476

   構築物 378 ※6  468

   機械及び装置 789 2,633

   車両運搬具 0 3

   工具、器具及び備品 212 187

   土地 8,882 9,015

   建設仮勘定 － 79

   有形固定資産合計 17,980 20,862

  無形固定資産   

   のれん － 1

   特許権 1 1

   借地権 24 31

   施設利用権 21 26

   ソフトウエア 72 67

   ソフトウエア仮勘定 37 115

   無形固定資産合計 158 242

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,698 3,340

   関係会社株式 11,597 6,632

   出資金 － 0

   関係会社出資金 3,914 3,914

   破産更生債権等 30 25

   保険積立金 2,730 3,026

   長期前払費用 316 53

   その他 112 116

   貸倒引当金 △53 △48

   投資損失引当金 △4,176 △1,044

   投資その他の資産合計 17,170 16,016

  固定資産合計 35,309 37,121
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 繰延資産   

  社債発行費 28 13

  繰延資産合計 28 13

 資産合計 71,732 78,510

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※1  527 231

  買掛金 ※1  3,775 ※1  2,933

  短期借入金 4,821 6,807

  1年内返済予定の長期借入金 1,566 1,866

  関係会社短期借入金 ※1  3,520 ※1  1,056

  1年内償還予定の社債 － 4,500

  リース債務 2 2

  未払金 ※1  825 ※1  6,891

  未払法人税等 67 64

  未払消費税等 8 39

  未払費用 ※1  62 ※1  184

  預り金 24 46

  賞与引当金 92 220

  事業構造再編費用引当金 825 64

  設備関係支払手形 ※1  9 56

  その他 ※1  3 4

  流動負債合計 16,131 24,970

 固定負債   

  社債 4,500 －

  長期借入金 5,893 5,527

  リース債務 2 0

  繰延税金負債 92 259

  退職給付引当金 － 7

  資産除去債務 － 160

  その他 22 27

  固定負債合計 10,510 5,982

 負債合計 26,642 30,952

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 22,306 22,306

  資本剰余金   

   資本準備金 22,063 22,063

   資本剰余金合計 22,063 22,063

  利益剰余金   

   利益準備金 984 984

   その他利益剰余金   

    別途積立金 8,050 －

    繰越利益剰余金 △5,213 4,466

   利益剰余金合計 3,821 5,451

  自己株式 △3,502 △3,132

  株主資本合計 44,688 46,689
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 401 868

  繰延ヘッジ損益 0 0

  評価・換算差額等合計 401 868

 純資産合計 45,089 47,557

負債純資産合計 71,732 78,510
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 ※1  43,334 ※1  44,955

売上原価 ※1  40,183 ※1  41,803

売上総利益 3,151 3,151

販売費及び一般管理費 ※1、※2  3,898 ※1、※2  4,015

営業損失（△） △747 △863

営業外収益   

 受取利息 ※1  112 ※1  27

 受取配当金 ※1  678 ※1  1,269

 受取賃貸料 ※1  704 ※1  276

 技術指導料 ※1  391 ※1  505

 為替差益 － 657

 その他 ※1  140 ※1  164

 営業外収益合計 2,027 2,900

営業外費用   

 支払利息 ※1  220 ※1  192

 社債利息 41 41

 減価償却費 358 184

 租税公課 154 102

 支払手数料 71 ※1  110

 その他 ※1  333 ※1  164

 営業外費用合計 1,180 795

経常利益 98 1,241

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  22 ※3  19

 投資有価証券売却益 161 －

 事業構造再編費用引当金戻入額 0 213

 抱合せ株式消滅差益 － 2,541

 投資損失引当金戻入額 － 3,131

 その他 12 526

 特別利益合計 196 6,432

特別損失   

 固定資産売却損 － ※4  5

 固定資産除却損 ※5  4 ※5  45

 減損損失 － ※6  524

 関係会社株式評価損 224 4,175

 投資有価証券評価損 129 －

 事業構造再編費用 936 335

 損害賠償金 118 13

 貸倒引当金繰入額 1,410 －

 投資損失引当金繰入額 4,176 －

 その他 ※7  0 ※7  197

 特別損失合計 6,999 5,297

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △6,704 2,376

法人税、住民税及び事業税 22 29

法人税等調整額 9 174

法人税等合計 31 203

当期純利益又は当期純損失（△） △6,736 2,172
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

　

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 22,306 22,063 22,063 984 8,050 1,669 10,704

会計方針の変更による

累積的影響額
     ― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
22,306 22,063 22,063 984 8,050 1,669 10,704

当期変動額        

別途積立金の取崩     ― ― ―

剰余金の配当      △146 △146

当期純損失（△）      △6,736 △6,736

自己株式の取得        

自己株式の処分      △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △6,882 △6,882

当期末残高 22,306 22,063 22,063 984 8,050 △5,213 3,821
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △3,502 51,571 208 △0 208 51,779

会計方針の変更による

累積的影響額
 ―    ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△3,502 51,571 208 △0 208 51,779

当期変動額       

別途積立金の取崩  ―    ―

剰余金の配当  △146    △146

当期純損失（△）  △6,736    △6,736

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  192 0 193 193

当期変動額合計 △0 △6,883 192 0 193 △6,689

当期末残高 △3,502 44,688 401 0 401 45,089
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 22,306 22,063 22,063 984 8,050 △5,213 3,821

会計方針の変更による

累積的影響額
     △301 △301

会計方針の変更を反映

した当期首残高
22,306 22,063 22,063 984 8,050 △5,514 3,519

当期変動額        

別途積立金の取崩     △8,050 8,050 ―

剰余金の配当      ― ―

当期純利益      2,172 2,172

自己株式の取得        

自己株式の処分      △240 △240

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 ― ― ― ― △8,050 9,981 1,931

当期末残高 22,306 22,063 22,063 984 ― 4,466 5,451
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △3,502 44,688 401 0 401 45,089

会計方針の変更による

累積的影響額
 △301    △301

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△3,502 44,387 401 0 401 44,788

当期変動額       

別途積立金の取崩  ―    ―

剰余金の配当  ―    ―

当期純利益  2,172    2,172

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 370 129    129

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  467 △0 466 466

当期変動額合計 370 2,302 467 △0 466 2,769

当期末残高 △3,132 46,689 868 0 868 47,557
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

…償却原価法(定額法)

(2) 子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

 

２　デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法

時価法

 

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

 

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　　　　１～65年

機械及び装置　　　　２～15年

その他　　　　　　　２～20年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

５　繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還期間(３年間)にわたり、定額法により償却しております。

 

６　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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７　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より費用処理しております。

(4) 事業構造再編費用引当金

事業構造再編計画の実行に伴い、今後発生が見込まれる損失について、合理的に見込まれる額を計上しておりま

す。

(5) 投資損失引当金

関係会社等に対する投資に係る損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失見込額を計上しております。

 

８　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約は振当処理を行っております。金

利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引及び借入金利息

(3) ヘッジ方針

為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的として実施しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動の累計とヘッジ対象の変動の累計との比率を比較し、有効性を判断しておりますが、契約内容

等によりヘッジに高い有効性が明らかに認められる場合については有効性の判定を省略しております。なお、振当

処理による為替予約及び特例処理による金利スワップについても有効性の判定を省略しております。

 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定

額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しており

ます。

この結果、当事業年度の期首の長期前払費用が301百万円減少し、繰越利益剰余金が301百万円減少しておりま

す。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

なお、当事業年度の１株当たり純資産額は、5.09円減少しており、１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽

微であります。

　

(表示方法の変更)

(損益計算書関係)

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、営業外費用の総額の100分の10

を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた405百万円は、「支払手

数料」71百万円、「その他」333百万円として組み替えております。

　

前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「関係会社株式評価損」は、特別損失の総額の100分

の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた224百万円は、「関係会社

株式評価損」224百万円、「その他」0百万円として組み替えております。

　

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

短期金銭債権 11,325百万円 12,823百万円

短期金銭債務 7,819 〃 8,995 〃
 

　

　２　保証債務

下記関係会社のリース債務に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

CMK CORPORATION(THAILAND)
CO.,LTD.

2,438百万円 1,167百万円

 (THB  771百万) (THB  316百万)
 

　

下記関係会社の金融機関からの支払債務に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

CMK CORPORATION(THAILAND)
CO.,LTD.

28百万円 33百万円

 (THB    8百万) (THB    8百万)

CMKS(MALAYSIA)SDN.BHD. 71百万円 ―

 (MYR    2百万) ―

　計 99百万円 33百万円
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　３　受取手形裏書譲渡高

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 531百万円 648百万円
 

　

４　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行とコミットメントライン契約を締結しております。

事業年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

コミットメントライン契約の総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 ― ―

　未実行残高 5,000百万円 5,000百万円
 

　

５　当社は、グループ内の効率的な資金調達及び運用を行うため、子会社との間で資金提供及び余資預りを行ってお

ります。当該業務における貸出極度額の総額及び貸出実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

貸出極度額の総額 5,800百万円 4,400百万円

貸出実行残高 ― ―

　未実行残高 5,800百万円 4,400百万円
 

なお、上記業務は、子会社の財政状態と資金繰りを勘案し実行しております。

　

※６　圧縮記帳

取得価額から控除されている国庫補助金の圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

構築物 ― 31百万円
 

　

(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

営業取引高   

売上高 2,130百万円 3,165百万円

仕入高 32,948 〃 21,863 〃

営業取引以外の取引高 2,342 〃 2,381 〃
 

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

荷造運賃 496百万円 524百万円

役員報酬・給料手当・賞与 1,730 〃 1,806 〃

賞与引当金繰入額 41 〃 53 〃

減価償却費 105 〃 116 〃

退職給付費用 25 〃 15 〃

研究開発費 507 〃 414 〃

貸倒引当金繰入額 9 〃 △8 〃

支払手数料 172　〃 202 〃

販売費に属する費用の
おおよその割合

…39％ …37％

一般管理費に属する費用の
おおよその割合

…61％ …63％
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※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物 ― 3百万円

機械及び装置 22百万円 9　〃

工具、器具及び備品 0　〃 ―

土地 ― 5百万円

　計 22百万円 19百万円
 

 

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物 ― 4百万円

構築物 ― 0　〃

機械及び装置 ― 0　〃

車両運搬具 ― 0　〃

工具、器具及び備品 ― 0　〃

土地 ― 0　〃

　計 ― 5百万円
 

 

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物 1百万円 21百万円

構築物 0　〃 2　〃

機械及び装置 2　〃 20　〃

車両運搬具 0　〃 0　〃

工具、器具及び備品 0　〃 0　〃

　計 4百万円 45百万円
 

 

※６ 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

 

当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

場所 用途 種類
減損金額
(百万円)

山梨県韮崎市 賃貸用資産 建物及び土地等 358

東京都品川区 遊休資産 建物及び土地等 67

埼玉県深谷市 遊休資産 土地 68

福井県福井市 遊休資産 土地 24

福井県坂井市 遊休資産 土地 5

合計 524
 

当社は、事業用資産については、ひとつの資産グループとし、遊休資産及び賃貸用資産については、独立して

収支把握が可能であるため、個々に独立した単位としてグルーピングしております。

上記資産については、現時点において用途が定まっていないこと、また、用途の転用があったため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は

賃貸用資産については使用価値、遊休資産については正味売却価額により測定しております。正味売却価額は固

定資産税評価額等を基準にして算定しております。
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※７　特別損失「その他」の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

投資有価証券消滅損 0百万円 ―

貸倒損失 ― 135百万円

関係会社清算損 ― 62　〃

　計 0百万円 197百万円
 

 

(有価証券関係)

前事業年度(平成26年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式11,597百万円、関連会社株式0百万円)は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度(平成27年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式6,632百万円、関連会社株式0百万円)は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

有価証券評価損 172百万円 156百万円

関係会社株式評価損 4,812　〃 4,431　〃

減損損失 729　〃 802　〃

繰越欠損金 2,275　〃 4,587　〃

事業構造再編引当金 294　〃 21　〃

減価償却超過額 101　〃 95　〃

賞与引当金 33　〃 72　〃

投資損失引当金 1,488　〃 337　〃

その他 827　〃 376　〃

繰延税金資産小計 10,734百万円 10,882百万円

評価性引当額 △10,587　〃 △10,882　〃

繰延税金資産合計 146百万円 ―

   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 92百万円 259百万円

繰延ヘッジ損益 0　〃 0　〃

繰延税金負債合計 92百万円 259百万円

繰延税金資産及び繰延税金負債の
純額

54百万円 △259百万円
 

　

繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 146百万円 ―

固定負債－繰延税金負債 92 〃 259百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
 

当事業年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率 ―  35.6％

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 ―  0.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ―  △18.2％

住民税均等割等 ―  1.2％

評価性引当額の増減 ―  27.7％

抱合せ株式消滅差益 ―  △38.1％

その他 ―  0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ―  8.6％
 

(注)　前事業年度は、税引前当期純損失を計上したため、注記を省略しております。

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布され

たことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成27年４月１日以降解消されるもの

に限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日

から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されて

おります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

　

(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得及び連結子会社の吸収合併

連結財務諸表の「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 33,494 6,825
579
(180)

592 39,740 31,264

 構築物 3,149 813
66
(18)

39 3,896 3,428

 機械及び装置 20,127 28,088
1,824
(0)

666 46,391 43,757

 車両運搬具 20 55 7 1 67 64

 工具、器具及び備品 1,635 468
74
(0)

87 2,029 1,842

 土地 8,882 475
342
(325)

― 9,015 ―

 建設仮勘定 ― 352 273 ― 79 ―

 計 67,308 37,080
3,169
(524)

1,386 101,219 80,357

無形固定資産 のれん ― 1 ― 0 1 0

 特許権 2 ― ― 0 2 0

 借地権 24 7 ― ― 31 ―

 施設利用権 27 4 5 0 26 0

 ソフトウエア 93 15 ― 20 109 42

 ソフトウエア仮勘定 37 78 ― ― 115 ―

 計 185 106 5 21 286 43
 

(注) １　当期首残高及び当期末残高は、取得価額によっております。

２　当期増加額には、建物6,612百万円、構築物796百万円、機械及び装置26,890百万円、車両運搬具55百万円、

工具、器具及び備品448百万円、土地475百万円等の当社の連結子会社であった日本シイエムケイマルチ株式

会社、シイエムケイ蒲原電子株式会社、株式会社山梨三光及びシイエムケイメカニクス株式会社との合併に

よる増加を含んでおります。

３　当期増加額には、資産除去債務計上に伴う建物160百万円の増加を含んでおります。

４　上記(注)２、３以外の当期の増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 Ｇステイション工場 プリント配線板製造設備 147百万円

 ＫＩＢＡＮセンター工場 プリント配線板製造設備 606　〃

 新潟工場 プリント配線板製造設備 351　〃
 

５　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 その他 その他設備 368百万円

機械及び装置 Ｇステイション工場 プリント配線板製造設備 783　〃

 技術センター工場 プリント配線板製造設備 128　〃

 ＫＩＢＡＮセンター工場 プリント配線板製造設備 525　〃

 蒲原工場 プリント配線板製造設備 266　〃
 

６　当期減少額の( )内は内書きで、減損損失計上額であります。

　

【引当金明細表】

(単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,520 641 2,049 112

賞与引当金 92 220 92 220

事業構造再編費用引当金 825 112 873 64

投資損失引当金 4,176 1,044 4,176 1,044
 

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取り・売渡し

 

　　取扱場所
(特別口座)
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
　日本証券代行株式会社

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
　日本証券代行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当社のホームページに掲載し、そのURLは次のとおりです。

http://www.cmk-corp.com

株主に対する特典 なし
 

(注)１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項

の　規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当

てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

２．平成27年６月26日をもって、株主名簿管理人を次のとおり変更いたします。なお、特別口座の口座管理機関

については変更ありません。

　　　　　株主名簿管理人　東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　　　　　　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社　

 

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

88/93



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第54期 (自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)　平成26年６月26日 関東財務局長に提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月26日 関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第55期第１四半期(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)　平成26年８月13日　関東財務局長に提出。

　

第55期第２四半期(自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日)　平成26年11月14日　関東財務局長に提出。

　

第55期第３四半期(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)　平成27年２月13日　関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書

平成26年６月30日　関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)及び第19条第２項第７号の３(吸収合

併)の規定に基づく臨時報告書

平成26年８月８日　関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

平成27年１月９日　関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号(債権の取立不能又は取立遅延のおそれ)の規定に基づく臨

時報告書

平成27年１月９日　関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著

しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

平成27年２月６日　関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書

平成27年3月27日　関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著

しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

平成27年5月13日　関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

90/93



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成２７年６月２５日

日本シイエムケイ株式会社

取 締 役 会　御中

新　宿　監　査　法　人
 

　
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　　末　 益　　弘　 幸　　㊞

 

　
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　　田　 中　　信　 行　 ㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本シイエムケイ株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本シイエムケイ株式会社及び連結子会社の平成２７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本シイエムケイ株式会

社の平成２７年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、日本シイエムケイ株式会社が平成２７年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注)　１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

 ２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

日本シイエムケイ株式会社(E01959)

有価証券報告書

92/93



独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成２７年６月２５日

日本シイエムケイ株式会社

取 締 役 会　御中

新　宿　監　査　法　人
 

　
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　　末　 益　　弘　 幸　　㊞

 

　
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　　田　 中　　信　 行　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本シイエムケイ株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第５５期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本シ

イエムケイ株式会社の平成２７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注)　１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

 ２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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